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市第 170 号議案 

横浜市子ども・子育て支援事業計画の策定 

 子ども・子育て支援法第61条第１項及び次世代育成支援対策推進

法第８条第１項の規定に基づき、横浜市子ども・子育て支援事業計

画を次のように定める。 

   平成27年２月10日提出 

                 横浜市長 林   文 子 

   横浜市子ども・子育て支援事業計画 

第１ 横浜市子ども・子育て支援事業計画について 

 １ 計画の趣旨・位置付け 

   乳幼児期の保育・教育、地域の子ども・子育て支援を総合的

に進める新しい仕組みとして、平成24年８月にいわゆる「子ど

も・子育て関連３法」が成立し、これらの法律に基づき、平成

27年４月から「子ども・子育て支援新制度」（以下「新制度」

といいます。）が施行されます。 

新制度では、各市町村が様々な子ども・子育て家庭の状況や

各事業の利用状況・利用希望を把握し、５年を１期とする子ど

も・子育て支援事業計画を策定するとともに、計画に基づき事

業を実施することになります。 

また、これまで、本市では、次世代育成支援対策推進法に基

づき策定している「かがやけ横浜こども青少年プラン後期計画

」により子ども・青少年施策を進めてきました。そこで、本計

画については、「かがやけ横浜こども青少年プラン後期計画」

を継承し、子ども・子育て支援法及び次世代育成支援対策推進

法に基づく計画として位置付けることにより、幅広く本市の子
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ども・青少年のための施策を推進していきます。 

 ２ 計画の期間 

   平成27年度から平成31年度までの５年間とします。 

 ３ 計画の対象 

   生まれる前から乳幼児期を経て、青少年期に至るまでの、お

おむね20歳までの子ども・青少年とその家庭とします。ただし

、若者の自立支援については39歳までを対象にするなど、施策

の内容により、必要に応じて対象の年齢に幅を持たせ、柔軟な

対応を行うこととします。 

 ４ 本市における他計画との関係 

   子ども・青少年施策に関連する本市の各分野の計画と連携・

整合を図るとともに、今後策定される予定の計画についても可

能な限り整合を図りながら、計画を策定します。 

また、計画の推進に当たっては、各計画との連携を十分に考

慮し、新たな課題や環境の変化にも対応できるよう、柔軟に施

策を展開します。 

第２ 本市の子ども・青少年や子育て家庭を取り巻く状況と課題 

 １ 家庭、地域及び社会の状況 

  (1) 依然として続く少子化 

    本市の合計特殊出生率はここ数年微増傾向にあるものの、

平成22年まで32,000人前後で推移してきた出生数は、平成23

年、24年、25年では31,000人を下回っています。また、15歳

未満の年少人口割合も低下し続けており、依然として少子化

の状況は変わっていません。 

少子化の要因としては、結婚に関する動向（未婚化、非婚
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化及び晩婚化）、出産年齢の変化（晩産化）、夫婦の出生力

の低下等が指摘されています。少子化の問題は、結婚、妊娠

、出産など個人の考え方や価値観に関わる問題であり、個人

の自由な選択が優先されることは言うまでもありません。し

かしながら、少子化は、生産年齢人口の減少により経済成長

率を低下させるとともに、高齢化の進展とあいまって、年金

・医療・福祉等の社会保障の分野において現役世代の負担を

増大させるなど、将来の我が国の社会経済の根幹を揺るがし

かねない深刻な課題であることも事実です。 

少子化対策を考えるとき、個人の自由な選択が保障されな

い、言い換えれば、結婚、妊娠及び出産に対する個人の希望

がかなえられない障壁があることに目を向けなくてはなりま

せん。「第14回出生動向基本調査（結婚と出産に関する全国

調査）（夫婦調査）」（国立社会保障・人口問題研究所、平

成22年）によると、いずれは結婚しようと考える未婚者の割

合は９割弱という高い水準にあり、また、「子ども数の希望

」も依然として２人を超えています。 

国の「少子化危機突破のための緊急対策」（平成25年６月

７日少子化社会対策会議決定）にあるように、結婚、妊娠及

び出産に対する国民の希望をかなえる観点から、従来から言

われてきた「子育て支援」、「働き方改革」に加え、若者の

社会的、経済的自立支援を含む「結婚・妊娠・出産支援」に

も力点を置いた総合的な対策に国や地方自治体をはじめ、社

会全体で取り組んでいくことが必要です。 

少子化の課題という点では、「子どもの社会性が育まれに
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くい」など、子ども自身に対する影響も看過できません。 

少子化が進行する現在では、地域での異年齢集団が形成さ

れにくくなっています。一昔前の子どもたちは、日常生活の

中で自然な形で、友情、葛藤、対立及び忍耐を経験し、これ

らを通して社会性を身に付けてきました。かつては当たり前

であったことが、今日ではできにくくなっています。 

さらに、子どもに対する保護者の過保護・過干渉も指摘さ

れています。保護者が子どもを大切に育てようと意識するあ

まり、過剰なまでに子どもの安全を考え過ぎ、遊びや体験活

動の機会を子どもから奪ってしまったり、子どもが今まで経

験したことのない状況に遭遇したとき、子どもが自ら考え、

行動するのをじっくり見守ることができずに介入してしまっ

たりするなど、子どもの成長や自立に不可欠な経験が以前に

比べ得られにくくなっています。 

「古き良き昔への回帰」は現実的ではありません。こうし

た状況の中で、今を生きる子どもたちに何をすべきか、これ

も待ったなしの課題です。 

  (2)  家族の状況の変化 

    近年、世帯当たりの子どもの数の減少、三世代同居の減少

、ひとり親家庭の増加など、家族の規模が小さくなっていま

す。 

また、未就学の子どもを持つ親の就労状況について、父親

のフルタイム就労が９割を超えており、母親のフルタイム就

労は約３割で、パート・アルバイト等の就労を合わせると、

約44パーセントとなっています。母親の就労（フルタイム、
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パート・アルバイト等）は、５年前と比較すると10ポイント

以上増加しており、共働き世帯の割合が増加しています。 

また、こうしたことから、家族の団らんやコミュニケ－シ

ョンの時間が少なくなるなど、家族のあり方にも変化が生じ

ています。このような変化の中で、子育て家庭が孤立せず、

安心して子どもに向き合えるよう、子育てをしている家庭へ

の市民の理解、職場の理解と協力が得られるような環境をつ

くっていくことも大切です。 

併せて、保育所、幼稚園、認定こども園、学校、地域子育

て支援拠点等で子育てを支援する人々が、一人ひとりの子ど

もに良さがあることや、子育ては自己を豊かにするものでも

あることを保護者に伝え、子どもと向き合う時間を大切にし

、子育てに自信が持てるように関わっていくことが大切です

。 

(3)  多様化する就業スタイルと依然として進まない仕事と生活

の両立 

    「平成25年雇用均等基本調査」（厚生労働省）では、女性

の育児休業取得率は83.0パーセント（平成25年度）と、育児

休業制度の着実な定着が図られつつあります。しかし、依然

として、第１子出産を機に離職する女性の割合は高い状況で

す。 

年代別の女性の労働力率では、男性は台形型を描くのに対

して、女性は30歳代に底のあるＭ字カーブを描いており、結

婚、出産及び育児を機に仕事を辞める女性が多い状況です。

本市の女性の労働力率は年々高まってはいますが、全国と比
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較すると、Ｍ字カーブの底は深く、右側の山も低いことから

、再就職率も低いことが分かります。 

平成25年に本市が実施した「横浜市子ども・子育て支援事

業計画の策定に向けた利用ニーズ把握のための調査」（以下

「本市調査」といいます。）では、未就学児を持つ家庭にお

いて、「以前は就労していたが現在は就労していない」又は

「これまで就労したことがない」母親のうち、24.7パーセン

トが「１ 子育てや家事に専念したい」、54.5パーセントが

「２ １年より先、一番下の子どもが○歳になったころに就

労したい」、20.0パーセントが「３ すぐにでも、もしくは

１年以内に就労したい」と回答しています。また、選択肢２

と３を合わせた、「就労したい」と回答した母親の希望する

週当たりの就労日数は、３日が48.5パーセントと割合が一番

高く、１日当たりの就労希望時間は、５時間が36.5パーセン

ト、４時間が26.9パーセント、６時間が20.3パーセントとい

う割合でした。 

なお、選択肢２の「○歳」の部分は任意の数字を記載する

ことになっており、３歳との回答が24.8パーセントと最も高

い結果でした。 

現在、家族類型、就業スタイル等は多様化しており、「標

準的」といった言葉で表せるような特定のモデルは存在しな

くなってきています。そのため、いずれの選択も尊重し、支

援していくことが大切です。併せて、子育て支援は、従来の

考え方に縛られることなく、様々な施策や制度の検討・実施

が求められています。妊娠中から産後の育児支援、地域にお
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ける子育て支援の場・機会の充実はもちろんのこと、就労を

希望する方のため、保育基盤の確保も重要です。地域のニー

ズを見極めながら、引き続き、保育の必要性のある子どもの

ための多様かつ質の高い保育・教育への対応や、いわゆる「

小１の壁」に対応する放課後児童育成事業の充実が求められ

ています。 

一方、男性の育児休業取得率は2.03パーセント（平成25年

度）にとどまっています。さらに、「平成25年版少子化社会

対策白書」（内閣府）によると、男性の子育てや家事に費や

す時間も先進国中最低の水準です。こうした男女とも仕事と

生活の調和の取れない状況が、女性の継続就業を困難にし、

少子化の原因の一つとなっていると考えられます。 

本市調査においても、未就学児を持つ家庭における就労中

の父親の帰宅時間は、約65パーセントが20時以降となってお

り、依然として、子育て世代の父親の長時間労働の傾向が続

いています。その結果、平日に父親が子どもと一緒に過ごす

時間は、「ゼロから１時間まで」が４割以上と、本人に子ど

もと共に過ごしたいという希望があっても、現実的にはそれ

がかなわない労働環境が多いという現状があります。父親の

育児・家事への関わりを難しくしている現状は、こうした労

働環境によるところが大きいと考えられます。 

夫の家事・育児時間が長いほど、第２子以降の出生割合が

高いという調査結果からも、今後は仕事のみを優先させるの

ではなく、家事及び育児は父親と母親が共に行うという意識

や、ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）の取組
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を更に浸透させていくことが必要です。 

ワーク・ライフ・バランスは、やりがいや充実感を感じな

がら働き、仕事上の責任を果たしつつ、子育て、介護、家庭

、地域、自己啓発等の時間も持つことにより、豊かな生活を

送ることにほかなりません。一日の中での時間配分を調整す

るだけではなく、一生のうちで、仕事に集中的に取り組む時

期、子育てに専念する、又は重きを置く時期を設けるという

こともワーク・ライフ・バランスの一つです。性別にかかわ

らず、長時間労働の削減、年次有給休暇の取得促進、フレッ

クスタイム制、テレワーク、ワークシェアリングなど、柔軟

で多様な働き方を推進することは、自らの生き方を選択し、

安心して子どもを育てる環境を形成することにつながります

。 

また、このことは、子どもの育ちの観点からも重要です。

保護者が豊かな気持ちで子どもに接することや地域において

保護者同士がつながりを持つことは、子どもの安定した情緒

や人と関わる力などを育む上で大切な役割を果たしています

。これらのことを理解し、例えば、食事を一緒に取り子ども

と会話したり、保育参観、学校の授業参観、地域の行事等に

保護者が積極的に参加したりするなど、様々な形で子育てに

参加できるように働きかけていくことが大切です。また、特

に乳幼児期は、子どもの体や脳の成長にとっても、食事の時

間や早寝早起きなどの生活リズムを保つことが大切です。そ

のためにも、保護者がワーク・ライフ・バランスの大切さを

考えていくことが必要です。 
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企業においても、少子高齢社会の進展、人口減少に伴う労

働力不足、ライフスタイルの多様化、雇用や就業を取り巻く

環境の大きな変化の中、時代の変化に応じた対応が求められ

ています。ワーク・ライフ・バランスの実現に向けた職場環

境づくりは、優秀な人材の確保・定着、女性の活用などの効

果が期待できるとともに、業務の効率化や長時間労働の是正

など、企業の将来的な成長・発展につながる重要な経営戦略

として注目されています。 

  (4)  地域のつながりの希薄化 

    「横浜市民意識調査」によると、隣近所との付き合い方と

して、「顔もよく知らない」及び「道で会えば挨拶ぐらいす

る」割合が60パーセント前後、比較的親密な付き合い方をし

ている人の割合も10パーセントから15パーセント前後で近年

は推移しており、依然、地域で過ごしたり、積極的に近所付

き合いをしたりする人が少ない状況は変わっていません。 

また、隣近所との付き合い方に対する考え方について、「

互いに干渉しあわず、さばさばしていて暮らしやすい」と感

じる人が約７割となっています。隣近所に干渉されない気楽

さは、裏を返せば家族以外に頼れる人が少ないということで

もあります。 

少子化により、近所に子どもがいないという地域も少なく

ありません。また、共働き家庭が増えていることから、近所

の方と日常的に関わる時間が少ないといった実状も見受けら

れます。こうした状況を踏まえつつも、子どもにとっては、

家の外や自分の通う保育所、幼稚園、認定こども園、学校な
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ど、地域の中で大人に見守られながら育つ環境は、人と関わ

る力や心情を育む基盤になるものです。「子どもにとっての

育ちの環境」として、共助の意識を高め、地域のつながりを

大切にしていくことが重要です。 

近年、子どもの声に対して、うるさい、迷惑だとの声が少

なくありません。「子育て中の親の外出等に関するアンケー

ト調査」（一般財団法人こども未来財団、平成23年）による

と、子育て環境は徐々に向上している傾向にありますが、依

然として35パーセント程度の人が「社会全体が妊娠や子育て

に無関心・冷たい」と答えています。子どもの声について、

顔見知りの子どもの声はうるさいと感じなかったり、電車で

子どもが泣いたりぐずったりしても、保護者が子どもに向き

合い、周りに配慮する姿勢があれば許容できる、といった意

見もあります。このことからも分かるように、子どもの声は

「騒音」というよりも、聞く人の心持ちによる「煩音
はんおん

」であ

る場合が多いと言えます。子どもにとっての育ちの環境は、

地域の子どもたちの顔を知る、困っている親子を見たら一歩

踏み出して温かい声掛けをする、声を掛けられた親子は感謝

の意を表すなど、互いが温かい関わりを持ち、「お互い様」

と支え合える関係づくりを進めることによって、豊かなもの

となっていきます。「共感力」と「想像力」を発揮して、コ

ミュニティを醸成し、日々の暮らしの中で子どもの育ちを支

えていくことが求められています。 

  (5)  地域力の創出・向上 

    地域のつながりの希薄化が言われている一方で、市民の地
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域や社会活動への参加意向は比較的高い状況であると言えま

す。市民意識調査では、自分にできることで地域や社会に役

立つ活動をしてみたいと回答した人（「してみたい」及び「

してみたいが今はできない」の合計）は５割を超えており、

中でも、「子どもの見守りや子育て中の人への支援」につい

ては、住民自身が取り組むべき地域の課題として上位に挙が

っています。 

本市では、従来から、地域における子育て支援を「子育て

は保護者だけでなく、社会や地域全体で行うものである」と

いう考え方を基本に、施策・事業を推進してきました。子ど

も・青少年とその家庭が豊かな関わり合いを持てる場や機会

を広げていくためには、地域に住むあらゆる世代、立場の人

が、子ども・青少年や子育て家庭に関心を持ち、積極的かつ

主体的に関わっていくことが重要です。地域における子育て

支援の担い手を増やし、その連携を図ることによって、それ

ぞれの情報やノウハウが共有・蓄積されるとともに、新たな

活動が広がり、創出されるなど、地域力の向上につながりま

す。 

具体的には、保育所、幼稚園、認定こども園、学校、地域

子育て支援拠点など既存の社会資源をはじめ、自治会町内会

、連合町内会などの地縁団体、特定非営利活動法人（以下「

ＮＰＯ」といいます。）など子育て支援に関わる団体や支援

者など、様々な担い手によって活発な活動が行われており、

子育てを地域全体で支援する地域力の創出・向上に寄与して

います。 
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また、地域力は、近所の子どもに温かいまなざしを向けた

り、地域の行事に行ってみたりするなど、日常のささいな行

動からも紡ぎ出されます。 

今後も本市の地域力を生かした子ども・子育て支援の推進

に向けて、一層取り組むことが求められています。 

  (6)  情報化社会の進展 

    情報化社会が進展し、私たちは、多くの情報や知識あるい

は娯楽を、各種メディアを通じて入手することができるよう

になりました。「情報化」は今や、生活に不可欠なものとな

っています。 

子どもたちにとっても、情報化社会の進展は、コミュニケ

ーションの方法や対象の範囲を広げるとともに、学習や情報

収集などの面でも有効であり、教育をはじめとする様々な分

野で一層生かされてきています。 

一方で、親子が触れ合う時間の減少や、子どもたちが幼い

頃からメディアに触れ続けることによる生活、行動等への影

響が懸念されています。携帯電話等による匿名の誹謗
ひ ぼ う

中傷、

悪意ある情報の流布、有害な情報サイトへのアクセスによる

犯罪被害など、問題も顕在化してきています。 

メディアを有効に活用する観点から、メディアに対する子

どもの健全な習慣の形成を社会全体の問題としてとらえ、家

庭、保育・教育機関、ＮＰＯ、地域コミュニティ、民間事業

者、行政など子どもの健全な育成に深く関わっていくべき全

ての関係者が、手を携えて真剣に取り組んでいくことが必要

です。 



市第 170 号 

13 

  (7) 国際化と多文化共生社会 

    本市には、平成26年６月末現在で約77,000人の外国人住民

の方が在住しており、例えば、保育所等における通訳のサポ

ート、特別な支援が必要な子どもやその家庭への対応など、

今後も子育てをはじめとして様々な支援を充実させていく必

要があります。 

また、市立の小中学校には、外国籍や外国につながる子ど

もが、平成25年５月現在で約 7,000 人在籍しており、そのう

ち約 1,400 人は日本語の初歩からの学習が必要です。 

言語・コミュニケーションや生活習慣・文化の問題はもち

ろんのこと、福祉、保健、医療、教育など様々な分野で多文

化共生が地域社会の重要な課題になっています。現在、公益

財団法人横浜市国際交流協会、国際交流ラウンジ、地域のＮ

ＰＯなどが連携しながら、外国人住民のコミュニケーション

支援、生活支援、多文化共生のまちづくりを進めていますが

、今後、子育て支援を推進する上でも、多文化共生の観点は

重要となっています。 

 ２ 厳しさを増す子ども・青少年の養育環境 

  (1) 母親にかかる子育ての負担 

    共働きの家庭が増えている中でも、依然として子育てや家

事は母親に負担がかかっている状況となっています。 

「平成25年度家族と地域における子育てに関する意識調査

」（内閣府）では、家庭での育児や家事について、夫婦どち

らが行うべきかを聞いたところ、「基本的に妻の役割であり

、夫はそれを手伝う程度」という回答者の割合が39.6パーセ
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ントと最も高く、「妻の役割である」（15.7パーセント）と

いう回答者を合わせると、「妻が主体」は55.3パーセントを

占めています。 

実際、「平成25年版男女共同参画白書」（内閣府）による

と、共働き家庭における父親の１日の家事関連時間（育児等

を含みます。）は、子どもの成長に伴うライフステージの変

化にかかわらず短い一方で、共働き家庭の女性の家事関連時

間は、男性と比べて全般的に長く、特に末子が就学前の時期

に目立って長くなっています。 

子育て期においては、特に仕事と家庭の両立が困難であり

、そのための支援が必要です。「平成25年雇用均等基本調査

」（厚生労働省）によると、平成25年度に育児休業を取得し

た人の割合は、女性では83.0パーセントであり、育児休業制

度の着実な定着が図られつつありますが、男性ではわずか2.

03パーセントにとどまっています。６歳未満の子どもがいる

世帯の夫（有業者）による短時間勤務制度や企業独自制度を

含む育児制度の利用状況は、約１割と非常に低い利用率とな

っています。 

また、本市調査では、未就学児を持つ家庭において、子育

てで何らかの負担感がある人の割合は９割を超えており、具

体的には、「自分の自由な時間が持てない」（44.7パーセン

ト）が最も高く、次いで「子育てによる身体の疲れが大きい

」（41.6パーセント）、「子どもから目が離せないので気が

休まらない」（29.9パーセント）などの順で高くなっており

、特に専業主婦の世帯ではその割合が高くなっています。５
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年前の調査と比較すると、「子育てで出費がかさむ」の割合

が低くなる一方、「子育てによる身体の疲れが大きい」及び

「子どもから目が離せないので気が休まらない」など、心身

の疲労を挙げる割合が高くなっています。子どもの健やかな

成長のためにも、特に母親にかかる負担や不安を軽減し、ゆ

とりを持って子育てができるような支援が求められています

。 

  (2) 子ども・青少年の不登校、ひきこもり、無業状態及び貧困

率の上昇 

    本来、家庭や地域で見守られながら健やかに成長し、自立

していく子ども・青少年が、成長の過程での不登校、いじめ

、暴力、自傷行為、自殺企図等、更には若年層でのひきこも

り、無業状態等により、深刻な状況にあるということも少な

くありません。「横浜市子ども・若者実態調査」（平成24年

度）では、ひきこもりの青少年（15歳から39歳まで）が少な

くとも約 8,000 人、無業状態の青少年が約57,000人と推計さ

れています。 

こうした子ども・青少年の養育環境における課題の背景に

は、経済的困窮、多様な家庭形態、子ども・青少年本人や親

の障害・疾病、社会的孤立など様々な状況があり、それぞれ

が複雑に絡み合っています。また、親の抱える課題が一因と

なり、幼少期からの機会・選択肢の不平等や子どもの養育環

境に格差が生まれ、それが更に成人後の経済的困窮につなが

っていくことも考えられます。近年、子どもの貧困率は上昇

しており、子ども・青少年の育ちに関する影響が懸念される
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とともに、就学・進学、就職の際に困難な状況に陥る可能性

が増大しています。 

このように、子ども・青少年の養育環境における課題には

様々な要因がありますが、支援を必要とする家庭に育つ小中

学生への生活支援、学習支援、ひとり親家庭への就労支援等

は、現在、個別課題に対する支援が中心となっています。今

後は、乳幼児期からの育ちを長い目でとらえ、子どもの発達

や個々の特性に応じて、包括的・継続的な支援を行うことが

求められています。そのためには、個別課題に対応する支援

の実施主体が連携し、重層的な支援体制を構築する必要があ

ります。 

一方、子どもの育ちの観点からは、乳幼児期から育まれる

基本的信頼感、情緒の安定を基盤とし、自己肯定感や自己有

用感を持ちながら自己形成をしていく過程を大切にしていか

なければなりません。そのためには、家庭、保育所、幼稚園

、認定こども園、小中学校、高等学校等において、育ちの連

続性を大切にし、長い目でとらえていく子どもの育ちに関す

る共通理解を促す取組も必要です。 

さらに、子ども・青少年の支援に当たっては、「関わる力

」を育み、共に社会で生きていくことができるように、仲間

と出会い、活動できる居場所をつくることも重要です。居場

所では、支援された子ども・青少年が、他の子ども・青少年

の支援に回る「ピアサポート」を進めることで、支え合い、

励まし合う関係をつくることができます。同じ経験をした立

場だからこそ、支援者とは異なる視点で互いに支え合うこと
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ができ、自分自身を見つめていくことができるという、双方

にとっての効果が期待されます。 

第３ 本市の目指すべき姿と基本的な視点 

 １ 目指すべき姿 

未来を創る子ども・青少年の一人ひとりが、自分の良さや可

能性を発揮し、豊かで幸せな生き方を切り拓
ひら

く力、共に温かい

社会をつくり出していく力を育むことができるまち「よこはま

」 

  (1) 子ども・青少年は、未来を創る力である 

    子ども・青少年は、家族にとっても、社会にとっても、様

々な可能性を持ったかけがえのない存在であり、未来を創る

力です。彼らは、やがて成長し、社会を担い、その次の世代

を育む側へと移り、更に次の世代につながっていく。こうし

た連綿と続く営みにより未来は創られます。 

その意味で、子ども・青少年の育ち・成長と子育てを支え

ることは、一人ひとりの子ども・青少年や家族の幸せにつな

がるだけでなく、次世代を育み、横浜の未来を創ることにほ

かなりません。 

明るい未来が到来することを期して、私たちは、子ども・

青少年の一人ひとりが大事にされ、健やかな育ちを等しく保

障される社会、すなわち「子どもの最善の利益」が実現され

る社会を目指します。 

  (2) 子ども・青少年の持つ力を、大人が関わりを通して最大限

引き出す 

    子ども・青少年は、誰もが自分の良さや可能性、それを自
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ら発揮できるという内在した力を持っています。子ども・青

少年の成長を長い目でとらえ、一人ひとりに応じた関わりの

中でその力を最大限引き出すことが保護者をはじめとした大

人の役割です。 

子ども自身を支援するだけでなく、子育てについての第一

義的責任を有する保護者がそうした役割を果たせるよう、保

護者を支援することも重要です。 

  (3) 育ちの連続性を大切にし、乳幼児期から青少年期に至る成

長を長い目でとらえていく 

    乳幼児期の育ちや学びは、人間形成・人格形成の基盤とな

るものです。その基盤は、日々の育ちの積み重ねの中で培わ

れていきます。日々連続する育ちが積み重なってこそ、人間

としての基盤が形成されていきます。子ども・青少年の成長

を連続して支えていくために、家庭、保育所、幼稚園、認定

こども園、小学校、中学校、高等学校、地域へと育ちの場所

が変わっても、長い目、広い目で育ちをとらえ、一貫性のあ

る支援や指導をしていくことが求められます。 

  (4) 「子ども・青少年にとって」の視点を全ての市民が共有し

、地域で子ども・青少年を育てる 

    保護者や保育・教育をはじめ支援に関わる人だけでなく、

全ての市民が未来を創る子ども・青少年に目を向け、「子ど

も・青少年にとって」の視点で、彼らの育ちや学びをとらえ

、自分にできることはないかを考えることが、地域で子ども

・青少年を育てることにつながります。 

横浜で生まれた子どもたちが、地域の温かい関わりの中で
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豊かに育ち、その育ちが、温かな地域・社会をつくる原動力

となるようなまち「よこはま」の実現を目指します。 

 ２ 計画推進のための基本的な視点 

「目指すべき姿」の実現に向けて、次の６つを基本的な視点

として、施策・事業を組み立て、推進します。 

  (1) 「子ども・青少年にとって」の視点での支援 

    子ども・青少年がそれぞれの持つ力を十分発揮するととも

に、大人がその力を引き出し、社会全体で子ども・青少年を

育てていくため、全ての子ども・子育て施策において、子ど

も・青少年の視点に立った施策・事業を展開します。 

  (2) 全ての子ども・青少年の支援 

    子ども・青少年の健やかな育ちを等しく保障するため、一

人ひとりの状況に応じたきめ細かな支援とともに、地域社会

で成長する中で必要となる支援を誰もが受けられる環境を整

えるため、全ての子ども・青少年を対象とします。 

  (3) それぞれの成長段階に応じ、育ちの連続性を大切にする一

貫した支援 

    人が健全で幸福な成長発達を遂げるためには、各成長段階

で達成しておかなければならない課題があり、次の成長段階

にスムーズに移行するためにも、それぞれの成長段階で習得

しておくべき課題があると言われています。 

子どもの育ちを支援していくために、子どもがそれぞれの

成長段階に必要な体験を積み重ね、充実した日々を過ごすこ

とができるようにするとともに、それぞれの成長段階に応じ

た育ちや学びが連続性を持って積み重なるよう、子どもの育
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ちに関わる大人、関係機関、地域が連携し、支援の連続性・

一貫性を大切にしていきます。 

  (4) 子どもの内在する力を引き出す支援 

    子ども・青少年には、自ら育とうとする力、生き方を切り

拓いていこうとする力が内在しています。一人ひとりが自分

の良さや可能性を見つめ、自己肯定感を高めながら内在する

力を自ら発揮することができるよう、大人が子どもに全幅の

信頼を置き、その力を引き出していくという子ども・青少年

への共感のまなざしと関わりを大切にしていきます。 

  (5) 家庭の子育て力を高めるための支援 

    子どもと関わり、育てることは、大人の生き方を豊かにし

ていくものです。そうした意識を醸成し、子育て家庭が安心

して楽しみながら子育てができるよう、妊娠、出産、子育て

に対する保護者の不安や負担を軽減するとともに、子どもと

向き合い、成長を喜び合えるような家庭の子育て力を高める

ための支援を行います。 

  (6) 様々な担い手による社会全体での支援 ～自助・共助・公

助～ 

    家庭や行政だけでなく、地域、保育所、幼稚園、認定こど

も園、学校、企業など、社会におけるあらゆる担い手が、子

ども・子育て支援や青少年育成を自らの課題としてとらえ、

「自助・共助・公助」の考え方を大切にしていきます。全て

の子ども・青少年に豊かな育ちを保障するために、様々な立

場でそれぞれの役割を担いながら、社会全体で積極的に関わ

っていきます。 
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    様々な人たちが、課題認識から役割の自覚、具体的行動へ

と移行できるよう、子ども・子育て家庭とのつながりづくり

や、交流・活動への参加機会の確保、担い手を支える仕組み

づくり、支援機関・支援者の連携促進など、人材の発掘、育

成にも一層注力していきます。 

第４ 施策体系と事業・取組 

 １ 施策分野・基本施策とその関係性 

目指すべき姿、基本的な視点を踏まえ、子ども・青少年への

支援、子育て家庭への支援、社会全体での支援を進めるため、

３つの施策分野と９つの基本施策により、計画を推進します。 

  (1) 子ども・青少年への支援 

    施策分野１ 子ども・青少年が様々な力を育み、健やかに

育つ環境をつくる 

   ア 基本施策１  乳幼児期の保育・教育の充実と学齢期まで

の切れ目のない支援 

   イ 基本施策２ 学齢期から青年期までの子ども・青少年の

育成施策の推進 

   ウ 基本施策３ 障害児への支援 

   エ 基本施策４ 若者の自立支援の充実 

  (2) 子育て家庭への支援 

    施策分野２ 出産・子育てがしやすく、子育てが楽しいと

思える環境をつくる 

   ア 基本施策５ 生まれる前から乳幼児期までの一貫した支

援の充実 

   イ 基本施策６ 地域における子育て支援の充実 
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   ウ 基本施策７ ひとり親家庭の自立支援及び配偶者等から

の暴力（ＤＶ）への対応と未然防止 

  (3) 社会全体での支援 

    施策分野３ 自助 ･ 共助 ･公助の意識を大切にし、社会全

体で子ども・青少年を育てる環境をつくる 

   ア 基本施策８ 児童虐待防止対策と社会的養護体制の充実 

   イ 基本施策９ ワーク・ライフ・バランスと子どもを大切

にするまちづくりの推進 

 ２ 各施策における現状と課題及び今後の方向性 

  (1) 施策分野１ 子ども・青少年が様々な力を育み、健やかに

育つ環境をつくる 

   ア 基本施策１  乳幼児期の保育・教育の充実と学齢期まで

の切れ目のない支援 

    (ア) 現状と課題 

     a  「保育・教育」ニーズの増加と多様化 

      (ａ) 平成27年度から施行される新制度では、それぞれ

の地域における保育・教育、地域の子育て支援等に

関するニーズを踏まえ、保護者の就労状況や経済状

況等にかかわらず、全ての子ども・子育て家庭に質

の高い乳幼児期の保育・教育及び地域の子ども・子

育て支援を総合的に提供していくことが求められま

す。  

      (ｂ) 現在、本市では０歳児のうち約６人に１人、１歳

児以降は約３人に１人が保育を利用しています。ま

た、３歳児のうち半数以上が、４、５歳児では約３
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人に２人が幼稚園を利用しています。 

      (ｃ) 近年の社会経済情勢の変化を受けて、働く女性が

増えています。そのため、保護者の就労時間帯の子

どもの預かりに対するニーズが増加し、保育所の利

用希望は年々増加しています。一方、幼稚園の通常

の時間帯の利用は減少傾向にありますが、「幼稚園

の教育を受けさせたい」という保護者の思いも依然

として強く、幼稚園における長時間（１日おおむね

11時間）の預かり保育や認定こども園の利用も増え

ています。 

      (ｄ) これまで本市では、増え続ける保育所入所申込者

に対応するため、保育所の整備を積極的に進め、10

年間（平成15年度から平成24年度まで）で新たに約

24,000人分の保育所定員を確保し、約２倍に拡大す

るとともに、幼稚園における長時間（１日おおむね

11時間）の預かり保育を充実してきました。そして

、平成22年度からは待機児童対策を本市の重点施策

とし、ハードとソフトの両面から取組を進めてきた

結果、平成25年４月１日時点の待機児童数は、「横

浜市中期４か年計画2010～2013」の目標である０人

を達成しました。 

      (ｅ) しかし、待機児童ゼロ達成による保護者の保育所

入所に対する期待の高まりなどにより、平成26年４

月の入所申込みの増加数は 4,114 人という過去最大

の伸びとなり、特に１歳児の増加が顕著でした。平
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成26年４月１日に向けてあらゆる手を尽くしました

が、待機児童数は20人となり、２年続けてのゼロ達

成とはなっていません。全ての子どもに質の高い乳

幼児期の保育・教育を保障するため、子どもを豊か

に育む保育・教育の環境を整えていくとともに、多

様な市民ニーズに迅速・的確に対応していくことが

必要です。 

      (ｆ) 本市調査では、未就学児を持つ家庭において、現

在就労していないが就労を希望している保護者のう

ち、一番下の子どもが大きくなったら就労したいと

考えている割合は、父親が 8.4 パーセント、母親が

54.5パーセントとなっています。特に、母親につい

て、希望する就労形態は「パートタイム、アルバイ

ト等」（28.5パーセント）が最も多く、そのうち「

週３日」が約半数（48.5パーセント）、１日当たり

では「５時間以下」が約７割（68.0パーセント）と

なっており、比較的短時間で働く人の保育ニーズに

も対応していくことが必要です。 

      (ｇ) 家庭で子育てをしていても、保護者の病気やけが

、育児疲れによるレスパイト（休息、息抜き）など

、一時的に子どもを預ける必要が生じる場合があり

ますが、日常的に子どもを預かってもらえる親族や

知人がいる人は27.4パーセントにとどまっており、

緊急時でさえも預けられる親族や知人がいない人が

16.6パーセントとなっています。そのため、一時的
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に預けられる場の充実が求められています。 

     ｂ 一人ひとりの発達に応じて、その時期にふさわしい

育ちを丁寧に積み重ねていく必要性 

乳幼児期は人間形成の基礎をつくる時期です。この

時期の育ちで大切なことは、一人ひとりの発達に応じ

て、その時期にふさわしい育ちを丁寧に積み重ねてい

くことです。そのため、保育所保育指針、幼稚園教育

要領、幼保連携型認定こども園教育・保育要領等に基

づき、本市が目指すべき姿に到達できるよう、子ども

の育ちに関わる家庭、地域、保育所、幼稚園、認定こ

ども園等の子どもが育つ全ての場が連携し、切れ目な

く共に育ちを支えていくことが必要です。 

     ｃ 保育所、幼稚園、認定こども園等から小学校への円

滑な接続 

      (ａ) 小学校へ入学する際、新しい環境である小学校の

生活にうまく適応できず、不安になる児童がいます

。家庭や保育所、幼稚園、認定こども園等の就学前

に培った力を発揮し、安心して小学校生活をスター

トできるよう、小学校への円滑な接続を図っていく

必要があります。 

      (ｂ) 小学校以降も、これまでの育ちを踏まえながらそ

の後を見通し、長い目で子どもの育ちをとらえ、ま

た育ちの連続性を大切にしていくことが重要です。

保護者や地域と「共に育てる意識」を高められるよ

う、子どもの育ちと学びを支える人的環境を豊かに
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していく必要があります。 

     ｄ 保育士、幼稚園教諭、保育教諭等の確保及び保育・

教育の質の維持・向上 

      (ａ) 保育所、幼稚園、認定こども園等の整備・拡充に

伴い、保育・教育の基盤となる保育士、幼稚園教諭

、保育教諭等、人材の確保が急務となっています。

また、各施設では、人材の定着も重要な課題となっ

ています。 

      (ｂ) 併せて、子どもの豊かな育ちのため、保育士、幼

稚園教諭、保育教諭等の資質向上による保育・教育

の質の維持・向上が求められています。 

     ｅ 障害のある子どもなど特別な支援が必要な子どもと

その家庭への支援 

      (ａ) 障害のある子どもや医療的ケアが必要な子どもな

ど、特別な支援を必要とする子どもが、その子の特

性や発達に応じて保育・教育を受けられる環境を整

えるとともに、障害の状況に応じたきめ細かな支援

を行う必要があります。 

      (ｂ) こうした子どもたちへの支援に当たっては、子ど

もの育ちの連続性を大切にしながら、家庭や地域、

保育所、幼稚園、認定こども園、関係機関等が連携

し、連続性・一貫性を持って支援を継続していくこ

とが求められています。 

      (ｃ) また、例えば、子どもに対して保護者の不適切な

養育が疑われる場合、保育所、幼稚園、認定こども
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園等は自治体や関係機関と連携し、適切な対応を図

っていく必要があります。児童虐待防止など社会的

養護の観点からも、保育所をはじめとした施設の果

たす役割が大きくなっています。 

     ｆ 学齢期の児童への対応 

      (ａ) 小学校就学後の学齢期は、生きる力を育み、調和

のとれた発達を図る重要な時期です。そのため、放

課後においても、子どもの発達段階に応じた、様々

な取組や工夫を行う必要があります。 

      (ｂ) 子育て家庭の保育ニーズの増大や多様化に伴い、

子どもの小学校入学を機に仕事と育児の両立が困難

になる、いわゆる「小１の壁」を打破する必要があ

ります。 

      (ｃ) また、小学生の放課後児童育成事業の質の維持・

向上を図るため、研修会等の開催を通じて、活動に

関わる人材の専門性や資質を高めていく必要があり

ます。児童の成長・発達に応じた支援者としての役

割を十分に理解し、いろいろな遊びや過ごし方を引

き出せるような人材の育成が必要です。 

    (イ) 施策の目標・方向性 

     ａ 質の高い乳幼児期の保育・教育基盤を確保します。 

      (ａ) 「子どもにとって」、「子ども・青少年の成長を

長い目でとらえる」という本市の理念に基づき、子

どもたち一人ひとりが自分の良さや可能性を大切に

し、自らの豊かで幸せな生き方を切り拓く力や他者
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を思いやる心を育むことができるよう、保育・教育

に関する施策を推進します。 

      (ｂ) 乳幼児期の保育・教育を一体的に提供する幼保連

携型認定こども園を推進することにより、安定的な

保育・教育基盤を確保します。 

      (ｃ) 一人ひとりの発達に応じた乳幼児期からの育ちの

積み重ねを大切にし、子どもの育ちと学びの連続性

・一貫性を保障する保育・教育を目指します。また

、保育所や幼稚園、認定こども園等で培った力を発

揮し、安心して小学校生活をスタートできるよう乳

幼児期の保育・教育と小学校教育の円滑な接続を目

指します。 

      (ｄ) 保護者が園行事や一日保育士体験などに参加し、

直接関わることで、保育所、幼稚園、認定こども園

等での保育・教育について理解を深めるとともに、

子どもの様子や学ぶ姿を知り、子どもへの理解を深

めながら、園と家庭が連携して共に育てることの大

切さについて意識を高めます。 

      (ｅ) 平成25年度から受審を義務化した保育所の福祉サ

ービス第三者評価の充実を図り、その他施設・事業

等の評価の仕組みについて検討を進めます。 

      (ｆ) 待機児童対策を継続するとともに、新制度の下、

既存の保育・教育資源を最大限活用しながら、多様

な保育・教育ニーズに対応するための基盤確保を推

進します。 
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      (ｇ) 地域型保育事業など低年齢児のための保育基盤の

確保に当たっては、卒園後に連携施設などで安心し

て新しい生活がスタートできるよう、円滑な接続に

配慮します。 

      (ｈ) 保護者の様々なニーズに対し、適切な保育・教育

の利用につなげる利用者支援を推進します。 

     ｂ 多様な「保育・教育」ニーズへの対応と充実を図り

ます。 

      (ａ) 子どもの健やかな育ちを支え、保護者の多様な働

き方への対応や子育てに対する不安感・負担感の軽

減を図るため、一時預かりなど多様な保育・教育の

場を確保します。また、各区に保育コンシェルジュ

を配置し、多様な保育・教育ニーズに対してきめ細

かに相談、情報提供を行い、適切に利用へと結び付

けます。 

      (ｂ) 障害のある子どもへの保育・教育の場として、市

立保育所や民間認可保育所、横浜保育室、幼稚園、

認定こども園での積極的な受入れのための体制の充

実や保育者の専門性の向上を図るとともに、特性や

成長に合わせた支援を行います。 

     ｃ 放課後の居場所を充実させます。 

      (ａ) 全ての子どもたちが豊かな放課後を過ごせるよう

、発達段階に応じた主体的な生活や遊びを通じて、

きめ細かい対応を行うとともに、学校、家庭、地域

等が連携し、様々な体験・交流活動の機会を提供し
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ます。 

      (ｂ) 保育・教育基盤の充実に伴い増加する留守家庭の

子どもたちの居場所を充実させます。そのため、全

ての小学校で、はまっ子ふれあいスクールから放課

後キッズクラブへの転換を進めるとともに、放課後

児童クラブについて耐震化や面積確保等のための分

割・移転等を進めます。 

     ｄ 人材の確保、定着、育成及び質の維持・向上を進め

ます。 

      (ａ) 保育・教育の基盤となる人材を確保するため、県

や他の指定都市、中核市と共に「かながわ保育士・

保育所支援センター」を運営するほか、養成校への

出張就職ガイダンスや私立保育所バス見学ツアー、

潜在保育士向け就職面接会の開催、宿舎借り上げ支

援等を実施します。併せて、認定こども園への円滑

な移行促進のため、保育士資格と幼稚園教諭免許の

両方を併有するための支援を行い、保育教諭の確保

に取り組みます。また、人材の定着に向け、施設長

等に対する働きやすい環境づくりに関する研修を実

施します。 

      (ｂ) 保育士や幼稚園教諭、保育教諭等が仕事に対する

誇りを持ち続け、専門性や実践力を高められるよう

にするため、人材育成研修を充実します。また、実

践研究を進め、保育・教育における課題や目指すべ

き姿を明らかにしながら実践を積み重ねることによ
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り、保育・教育の質の向上を目指します。そして、

研究の成果を生かし、子どもの豊かな育ちにつなげ

ます。 

      (ｃ) 「保育資源ネットワーク」を構築し、保育所、幼

稚園、認定こども園等の職員が共に研究や研修を行

うことで、それぞれの施設における保育・教育の質

の維持・向上につながるようにしていきます。 

      (ｄ) 園における保育・教育の振り返りや子どもの育ち

に関する改善がＰＤＣＡサイクルで行われるよう、

保育・教育の本質を見つめ、子どもの育ちという観

点からの自己評価、外部評価に取り組みます。 

      (ｅ) 小学生の放課後児童育成事業の質の維持・向上を

図るため、研修会等の開催を通じて、活動に関わる

人材の専門性や資質を高めていきます。子どもたち

を巡る様々な課題は放課後児童育成事業においても

同様であり、あらゆる場で切れ目のない支援を行っ

ていけるよう、子どもの育ちや児童の健全育成に関

する専門的な知識と経験に対する研修等により、資

質の向上を図ります。 

     ｅ 本市における認定こども園の方向性 

      (ａ) 認定こども園について 

保育所、幼稚園等のうち、「就学前の子どもに乳

幼児期の保育・教育を提供する機能（保護者が働い

ている、いないにかかわらず受け入れて、保育・教

育を一体的に行う機能）」及び「地域における子育
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て支援を行う機能（全ての子育て家庭を対象に、子

育て不安に対応した相談活動や、親子の集いの場の

提供などを行う機能）」を備え、認可・認定基準を

満たす施設は、「認定こども園」の認可・認定を受

けることができます。 

また、認定こども園には、４つの類型（幼保連携

型、幼稚園型、保育所型、地方裁量型）が設けられ

ています。 

      (ｂ) 認定こども園の推進に関する基本方針 

       ⅰ 本計画では、本市の目指すべき姿として「未来

を創る子ども・青少年の一人ひとりが、自分の良

さや可能性を発揮し、豊かで幸せな生き方を切り

拓く力、共に温かい社会をつくり出していく力を

育むことができるまち「よこはま」」を掲げると

ともに、計画推進のための基本的な視点として、

「子ども・青少年にとっての視点で支援を行う」

こととしています。 

       ⅱ 子どもたちの「主体性」、「志向性」、「関わ

る力」を伸ばしていくためには、乳幼児期におけ

る育ちの連続性が重要です。併せて、保育所、幼

稚園、小学校の「違い」や「連続性・一貫性」を

調和させながら、子どもたちの育ちと学びをつな

ぐための保育・教育を一層進めていく必要があり

ます。 

       ⅲ 認定こども園の主な特長として、「子どもが保
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育・教育を一体的に受けられることに加え、仮に

保護者の就労状況が変わったとしても（２号認定

から１号認定に変更になった場合など）、受入枠

に空きがある場合には、同一の施設に在籍するこ

とが可能であること」、「在園児の保護者の就労

状況等の変化だけでなく、今後当面の間見込まれ

る保育に関する潜在ニーズの顕在化など、様々な

保育・教育ニーズに対して、他の施設類型に比べ

て柔軟に対応することができ、本市の保育・教育

施策を長期的、安定的に進めていく上で効果的で

あること」、「子育て支援の機能を有し、在宅で

の子育て家庭への支援の充実につながること」な

どが挙げられます。 

       ⅳ 現在、本市における幼稚園（休園の１園を除く

281 園）のうち、本市独自の預かり保育（就労要

件があり、在園児を対象とした長時間保育）の認

定園は 170 園（平成27年２月１日現在）となって

います。新制度において、幼稚園は原則として１

号認定の子どもが利用する施設であるため、現行

の本市の預かり保育実施幼稚園が新制度上で取組

を継続するには、幼稚園型認定こども園へ移行す

る必要があります。 

併せて、最終的には３歳未満児の長時間保育も

実施する幼保連携型認定こども園を目指すという

視点も重要です。 
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       ⅴ 待機児童対策が本市における重要施策となって

いることから、これまで幼稚園から認定こども園

への移行支援に先行して取り組んできましたが、

今後は、認定こども園の特長を踏まえ、保育所か

ら認定こども園への移行支援についても検討しま

す。 

       ⅵ こうしたことを踏まえ、本市における保育・教

育資源の柱の一つとして、認定こども園を推進す

るとともに、最終型として幼保連携型認定こども

園への移行を目指すことを基本方針とします。 

      (ｃ) 本市における認定こども園の位置付け（役割、担

う機能のあり方） 

       ⅰ 認定こども園の位置付け 

乳幼児期における育ちの連続性の確保や保育・

教育ニーズへの柔軟な対応といった視点から、認

定こども園は保護者の就労状況にとらわれない子

どもの育ちの場として、本市の保育・教育施策を

長期的、安定的に推進するための柱の一つに位置

付けます。 

       ⅱ 小規模保育等との連携 

小規模保育等との連携について、認定こども園

はモデル的に保育内容の支援、横浜保育室や小規

模保育事業等の卒園児の優先的な受入枠の設定を

行うこととします。連携に当たっては、３歳を境

に子どもの環境が大きく変化すること等による、
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未就学期の子どもの育ちへの影響についても十分

に考慮し、研修等の充実なども視野に入れながら

検討を進めることとします。 

       ⅲ 認定こども園についての周知 

認定こども園の推進に当たっては、利用者にと

ってより分かりやすく、利用しやすいものとなる

よう、その意義や役割、特徴について、本市とし

て丁寧な周知、説明を行うことが重要です。 

       ⅳ 幼保連携型認定こども園について 

幼保連携型認定こども園について、次の方向性

で進めることとします。 

        (ⅰ) 保育が必要な低年齢児の受入れ 

現在、本市において需要が多い３歳未満児の

受入枠の設定を促すこととします（設定が難し

い場合は、３歳未満児の保育を実施する施設・

事業との連携を義務付けます。）。 

        (ⅱ) 子育て支援の機能 

周辺の地域子育て支援拠点等をはじめ、地域

の関係機関と連携し、子育て支援を行います。 

併せて、子育て支援（一時預かりや親子の居

場所、相談対応、情報提供、育児講座など）に

関するニーズが高いことや新制度の施行に伴い

、全ての認定こども園において、主に子育て支

援を行う主幹保育教諭等が専任化されることな

どを踏まえ、実施すべき子育て支援の事業数を
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増やす（あるいは必須の事業を設ける）ことや

子育て支援を実施する場（親子の居場所）を常

設とすることなどにより、本市における子育て

支援を充実します。 

   イ 基本施策２ 学齢期から青年期までの子ども・青少年の

育成施策の推進 

    (ア) 現状と課題 

     ａ 子ども・青少年育成施策の必要性 

      (ａ) 子ども・青少年の育ちは、乳幼児期からの育ちの

積み重ねの先にあるものであり、子ども・青少年の

育成を考える上で、この育ちの連続性を視野に入れ

ることが非常に重要です。 

      (ｂ) 学齢期は、生きる力を育み、心身の調和がとれた

発達を図る重要な時期です。そのため、放課後等の

活動を通じて社会性や自立性を身に付けられるよう

にしていくことが必要です。 

      (ｃ) 一方、「第２ 本市の子ども・青少年や子育て家

庭を取り巻く状況と課題」でも述べたように、世帯

当たりの子どもの数の減少、単身世帯の増加といっ

た家族のあり方の変化、地域での支え合いなどのつ

ながりの希薄化、情報化社会の進展などにより、子

ども・青少年が人とのつながりや支え合いの中で、

自分のことを認めてくれる身近な人に出会い、自己

肯定感を育んでいくことが難しくなっています。 

      (ｄ) 自己肯定感の低下、他者とのつながりの希薄化、
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居場所がないことなどのリスクが背景にあることか

ら、ちょっとしたつまずきにより、困難な状況がよ

り深刻化する危険性が高まっています。 

      (ｅ) いじめ、不登校、ひきこもり、経済的困窮、養育

環境における課題など、様々な困難に直面している

子ども・青少年に対して、安心して過ごすことので

きる環境の中で、自己肯定感を持ち、自分らしさを

発揮し、社会で自らの生き方を切り拓いていく力を

身に付けられるよう、それぞれの状況に応じた切れ

目のない支援を行う必要があります。 

     ｂ 地域活動の活性化や人材の育成 

      (ａ) 学校以外の団体が行う自然体験活動への参加率が

低下傾向にあるなど、近年、子どもの体験活動の場

や機会の減少が指摘されています。子ども・青少年

が様々な体験活動を通じて、自ら成功や失敗、思い

どおりにいかないことに向き合う経験を重ねたり、

様々な文化、知識、考え方等に触れて興味、関心を

広げたりすることで、自主性や自己選択力を育んで

いけるよう、青少年育成のための活動の活発化と効

果的な推進を図る必要があります。 

      (ｂ) 子ども・青少年の育ちを支えるには、子ども・青

少年育成に取り組む様々な関係機関や地域が連携し

て、子ども・青少年一人ひとりを理解し受け止めな

がら、継続して見守っていくことが重要です。その

ため、子ども・青少年の育ちに関わる人々が子ども
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たちに適切な支援を行えるよう、人材を育成してい

く必要があります。 

      (ｃ) 一方、子どもの育ちや青少年の社会参加を支援す

ることは、地域における多世代交流や住民活動の活

性化にもつながります。子ども・青少年の意見を大

人が積極的に聞き、地域社会づくりに生かしていく

ことで、子どもも大人も暮らしやすく、活気にあふ

れるまちが生まれます。これまで以上に、小中学生

・高校生等が地域の様々な活動に参加する機会を増

やすことで、子ども・青少年の育成とまち全体の活

力向上につなげていくことが望まれます。 

    ( ｲ ) 施策の目標・方向性 

     ａ 子ども・青少年が自らの生き方を考え、進路を選択

する力が身に付けられる環境を整えます。 

      (ａ) 多様な人と関わり合うとともに、様々な活動、文

化、自然などに触れる機会を増やし、子ども・青少

年が豊かな体験を通して、自ら社会性や進路を選択

する力を身に付けられる環境を整えます。 

      (ｂ) 小学校就学後の学齢期においては、子どもたちの

健全な育成を図ることを目的とした放課後等におけ

る遊び・異学年の交流の場が必要です。このため、

学校、家庭、地域がそれぞれの役割と責任を自覚し

つつ連携・協力し、様々な体験・交流活動の機会を

提供します。 

      (ｃ) 多様な人、様々な文化、知識、考え方、自然に触
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れ、子ども・青少年が心身共に健やかに成長できる

よう、青少年関連施設、野外活動センター、プレイ

パーク等における活動機会、体験プログラム、日常

的に体を動かす機会の拡充を図ります。 

      (ｄ) 青少年の成長を支援し、社会参画に向かう力を育

成するため、中学生・高校生世代を中心とした地域

参画へのきっかけづくりや、仲間や異世代との交流

、社会参加プログラム等を充実させていきます。 

     ｂ 子ども・青少年を取り巻く課題に対し、育ちの連続

性を視野に入れ、社会全体で早期発見、早期支援に取

り組みます。 

      (ａ) 青少年の地域活動拠点や身近な居場所づくりを進

め、学校、区役所、家庭、身近な居場所、関係機関

等のネットワークづくりや地域との連携により、青

少年の交流や地域資源を活用した体験活動を充実す

るとともに、青少年を取り巻く困難やリスクの早期

発見、早期支援に取り組みます。 

      (ｂ) いじめ、不登校、ひきこもり、経済的困窮、養育

環境における課題など、困難を抱える子ども・青少

年を取り巻く様々な課題に対し、学校、区役所、家

庭、地域、関係機関等の連携による組織的な対応を

図り、解決に向けて取り組みます。 

      (ｃ) 放課後等においても、子どもの言動を十分理解し

、支援を必要とする子ども及びその家庭を早期に発

見し、学校、区役所及び専門機関との連携を図ると
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ともに、地域や社会が保護者に寄り添い、子育てに

対する負担や不安、孤立感を和らげることを通じて

、子どもたちの健やかな成長を支援します。 

     ｃ 子ども・青少年が将来に夢や希望を持ち、困難を乗

り越えていけるよう支援します。 

子ども・青少年の育ちは、乳幼児期からの育ちの積

み重ねの先にあるものであるという視点を大切にしな

がら、子ども・青少年が将来に夢や希望を持ち、たと

え困難にぶつかったとしても、孤立することなく仲間

や友人、周囲の大人たちの力を借りながら、一緒に解

決し乗り越えていけるよう支援します。 

   ウ 基本施策３ 障害児への支援 

    (ア) 現状と課題 

     ａ 障害のある子どもを取り巻く状況 

      (ａ) 障害のある子どもは、育ちと暮らしに個別の課題

を抱えています。子どもとしての育ちを支えるとと

もに、障害に応じた適切な支援が必要です。また、

家族が障害を受け止めることは容易ではなく、子育

ての不安や負担を感じることも多くあります。そう

した感情に寄り添い、家族がその子なりの成長に気

付き、子育ての力を高められるような支援が求めら

れています。 

      (ｂ) 本市における統計では、子どもの人口がほぼ横ば

いで推移する中、障害のある子どもが増加していま

す。とりわけ、軽度の知的障害児や知的に遅れのな
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い発達障害児の増加が顕著になっています。その状

態は多様で、支援の個別性が高いのが特徴と言えま

す。 

      (ｃ) 地域療育センターの新規利用児も増加しており、

その約７割が発達障害児です。こうした状況に対応

するため、平成22年度から主に知的に遅れのない発

達障害児を対象にした集団療育を順次導入するとと

もに、平成25年度に８か所目の地域療育センターを

開設しました。今後も地域療育センターを利用する

障害児は増えていく見込みです。 

      (ｄ) 平成24年の児童福祉法改正で枠組みが再編・整備

された障害児の通所支援は、ニーズの増大に対応し

て事業者数が年々増加しており、提供されるサービ

スの質の維持・向上が課題となっています。 

      (ｅ) 人工呼吸器等の高度な医学的管理が必要な在宅の

重症心身障害児が増えています。また、重症心身障

害児には該当しないものの、胃ろうなどの医療的ケ

アを必要とする障害児もいます。こうした多様化す

る医療ニーズに対応するための療養環境の整備が求

められています。そして、重症心身障害児の在宅生

活を支援する機能や安心して暮らせる生活の場が求

められています。 

      (ｆ) 市内の障害児施設の中には、施設の老朽化への対

応だけでなく、きめ細かな支援のために、個室化、

ユニット化など生活環境の改善が必要になっている
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施設があります。 

     ｂ 療育と教育の連携 

小学校入学を迎えるに当たって、環境の大きな変化

により不安を抱く子どもや保護者が少なくありません

。特に障害のある子どもは、変化に対し非常に敏感で

す。現在、平成21年度から平成26年度にかけて全校配

置された小学校の児童支援専任教諭を中心に、近隣の

幼・保・小連携による支援をつなぐ取組が丁寧に行わ

れてきています。今後も、幼・保・小連携を更に充実

させ、保育所、幼稚園、認定こども園、小学校が連携

し、切れ目のない支援を行っていくことが大切です。 

     ｃ 学齢期の障害児支援 

      (ａ) 本市の小中学校の在籍児童数は減少傾向にありま

すが、個別支援学級や特別支援学校の在籍者数は増

えています。また、自閉症、学習障害、注意欠陥多

動性障害（ＡＤＨＤ）など、発達障害に関する教育

相談件数も増えています。一般学級では、特別な支

援を要する児童や生徒が増加し、支援のニーズが多

様化している状況があります。こうした子どもたち

の社会参加やその家族の安定した生活が実現できる

支援や環境を整えることが求められています。 

      (ｂ) 学齢後期（中学生・高校生年代）における発達障

害児の新規診療、相談件数が増加しており、平成25

年度に３か所目の学齢後期障害児支援事業所を開設

しましたが、引き続き、体制確保が課題となってい
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ます。また、就労など成人期を見据えた学校や地域

での支援を行っていく必要があります。 

      (ｃ) 障害のある子どもたちにとっても、放課後、夏休

みなどの長期休暇中は、普段の家庭生活や学校生活

とは異なる経験を積んだり、体験を行ったりする絶

好の機会です。学齢期の障害児が安心して、充実し

た余暇を過ごすことができる場の充実が必要です。 

     ｄ 障害への理解促進 

障害児の増加とともに、保育所、幼稚園、認定こど

も園等に通う発達障害児も増えています。子ども同士

が共に生活する中で、互いを認め合い、共に育ち合う

ことができるように、保育や教育の場での取組が必要

です。また、その子どもが暮らす地域においても、そ

の一員として育つことができるよう障害への理解を図

り、子どもが安心して成長できる環境をつくっていく

ことが大切です。とりわけ「分かりにくい障害」と言

われる発達障害についての理解は、まだ十分とは言え

ない状況にあり、市民の理解を深めていく必要があり

ます。 

    ( ｲ ) 施策の目標・方向性 

障害のある子どもたちが将来自ら選択した内容により

自立生活を実現できるよう、「第３期横浜市障害者プラ

ン」及び「第２期横浜市教育振興基本計画」との連携を

図り、個々の状況に応じた本人の主体性を獲得する力（

エンパワメント）を引き出し、高めていく支援や成年期
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を見通した乳幼児期、学齢期からの切れ目のない支援を

推進します。 

     ａ 地域療育センターを中心とした支援を充実します。 

      (ａ) 地域療育センターによる早期の支援につながるよ

う、センターにおける診療、相談、療育訓練の機能

強化を図るとともに、保育所、幼稚園及び認定こど

も園や並行して利用する地域訓練会、児童発達支援

事業者等と連携した支援を充実させます。 

      (ｂ) 地域療育センターを利用する保護者の不安に寄り

添い、子育ての力を高める支援を実施します。 

      (ｃ) 地域療育センターが連携の中心となり、未就学期

の障害児の療育に関する事業を拡充します。 

     ｂ 療育と教育の連携による切れ目のない支援を進めま

す。 

      (ａ) 一人ひとりの子どもが安心して日々を過ごせるよ

うに、地域療育センターでの専門的な支援に加えて

、保育所、幼稚園、認定こども園、小学校等の保育

者や教員には障害に対する正しい知識の習得が求め

られます。各組織での研修を充実させるとともに、

幼・保・小合同での研修を進め、切れ目のない支援

を目指します。 

      (ｂ) また、保育所、幼稚園、認定こども園及び小学校

の連携を更に充実させ、子ども一人ひとりの育ちを

つなぐために、小学校の児童支援専任教諭を中心と

して、保育所、幼稚園、認定こども園、小学校、地
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域療育センター、特別支援学校、区役所等が連携し

、支援をつなぐ取組を進めていきます。また、より

良い連携が図れるように、幼・保・小連携推進地区

事業での支援をつなぐ研究等を充実させ、市内に発

信していきます。 

     ｃ 学齢障害児に対する支援を充実します。 

      (ａ) 小中学校等からの相談や研修依頼、子ども本人や

保護者等からの相談に対応するために、地域療育セ

ンター、特別支援学校、通級指導教室等の担当者が

専門性を活用して支援を行う機能（横浜型センター

機能）の充実を図り、特別な支援が必要な子どもた

ちを的確に支援します。 

      (ｂ) 学齢期の障害のある子どもたちが、放課後、夏休

みなどにのびのびと過ごして療育訓練や余暇支援を

受けられるよう、放課後等デイサービス事業所など

の居場所を拡充するとともに、地域に開かれた運営

を進め、サービスの質の向上を図ります。併せて、

地域の子どもとして共に育つことを支えるため、放

課後キッズクラブ等、放課後児童育成事業における

障害児の受入れを引き続き推進します。 

      (ｃ) 学校と連携し、放課後児童育成事業のスタッフが

、障害の特性や支援方法について研修を受講する機

会を充実していきます。 

      (ｄ) 学齢後期（中学生・高校生年代）の発達障害児が

、自立した成人期を迎えられるための相談支援体制
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を拡充します。 

      (ｅ) 送迎の長時間化や教室の狭あい化を解消し、教育

環境や教育活動の充実を図るため、市立特別支援学

校の再編整備を進めます。 

     ｄ 障害児施設の整備と在宅支援機能の強化を進めます

  。 

      (ａ) 常に医療的ケアが必要な障害児の生活を支援する

重症心身障害児施設や多機能型拠点の新規整備・再

整備を行います。 

      (ｂ) 強度行動障害などの障害特性に応じたきめ細かい

支援ができるよう、老朽化した障害児入所施設の再

整備を行い、居室の個室化・少人数化やユニット化

を進めます。 

      (ｃ) 在宅障害児の多様化する医療ニーズに対応するた

めの療養環境を整備します。 

     ｅ 市民の障害への理解を促進するための取組を進めま

す。 

障害のある子どもとその家族が安心して地域の中で

生活し、健やかな成長ができるように、地域社会への

参加・包容（インクルージョン）を進め、共に地域で

暮らす市民の障害への理解を促進します。そのため、

乳幼児期、学齢期から障害を理解し、交流を深められ

るよう相互理解に向けた教育や取組を進めるとともに

、障害当事者、市民団体等による地域住民への啓発、

交流の促進及び日頃の生活の中で関わることのできる
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仕組みづくりに取り組みます。 

   エ 基本施策４ 若者の自立支援の充実 

    (ア) 現状と課題 

     ａ 若者に対する自立支援の必要性 

      (ａ) 「横浜市子ども・若者実態調査」（平成24年度）

によると、市内在住の15歳から39歳までの若者のう

ち、ひきこもり状態が少なくとも約 8,000 人、無業

状態が約57,000人と推計されています。 

      (ｂ) このひきこもりや無業状態の若者のうち、本市に

よる自立支援につながっている若者は一部であり、

これらの支援につながっていない若者をどのように

支援につなげていくかが課題となっています。その

ため、若者を適切な相談支援機関につないでいく仕

組みづくり、学校（教育）と連携した社会（就労）

への移行支援の強化などが必要です。 

      (ｃ) 困難を抱える若者の心身の状況や、その状況に至

るまでの社会・経済的な背景は多様かつ複雑であり

、若者一人ひとりの状況に応じた段階的な支援が必

要です。 

      (ｄ) ひきこもりや無業状態が長く続くと、若者はより

多くの困難を抱え、自立に向けた支援も難しくなる

傾向があるため、なるべく早期に支援を行う必要が

あります。特に、生活保護を受けていたり、経済的

に困窮していたりするなど養育環境における課題が

あり、支援が必要な家庭で育つ小中学生等に対し、
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生活支援、学習支援等を実施することにより将来の

進路選択の幅を広げ、自立した生活を送れるように

することが必要です。 

      (ｅ) さらに、若者支援団体や相談機関による支援がよ

り充実したものとなるよう、支援の内容や手法の共

有を行うなど、連携を強化していく必要があります

。特に、方面別に設置された地域ユースプラザが地

域の関係機関及び区役所との連携、地域とのネット

ワークづくりを更に強化して、困難を抱える若者に

対して包括的な支援を提供していく必要があります

。 

      (ｆ) 若者サポートステーションの利用者の中には、経

済的困窮状態にあったり、福祉や医療に関する支援

が必要であったりするなど、複合的な課題を抱える

若者も多く存在します。支援を必要としながら、こ

れまで若者サポートステーションにつながってこな

かった若者への対応を含め、一人ひとりの状況に配

慮したきめ細かい支援を提供するため、相談体制を

充実させていく必要があります。 

      (ｇ) 困難を抱える若者が自立に向けてステップアップ

できるよう、段階的で多様なセミナー、社会体験、

職業訓練を提供していく必要があります。特に、長

期にわたってひきこもり状態にあるなど生活習慣の

改善が必要な若者について、社会性を身に付けるた

めの体験機会の提供、共同生活を通じた生活リズム
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の立て直しなどの支援を行っていく必要があります

。 

     ｂ 社会的な支援のための環境整備の必要性 

      (ａ) 社会的な支援を受けながら働き続けることができ

る環境づくりのため、地域や企業の理解を得ながら

、若者が主体的に活動できる場を増やしていく必要

があります。 

      (ｂ) 若者がそれぞれの状況に応じて、自立に向けてス

テップアップできるような支援を充実するため、就

労体験、就労訓練の受入れなど、困難を抱える若者

への支援について理解、協力を企業等に求めていく

必要があります。 

    ( ｲ ) 施策の目標・方向性 

     ａ 若者自立支援機関による相談支援を充実します。 

      (ａ) 青少年相談センターでは、ひきこもりや不登校な

ど若者の抱える様々な困難について、総合相談を行

うとともに、グループ活動などの多様なプログラム

を通じて社会参加に向けた継続的な支援を行ってい

きます。また、若者支援の中核機関として、関係機

関や区との連携をより一層強化し、きめ細かく切れ

目のない支援を行うための体制を充実させていきま

す。 

      (ｂ) 地域ユースプラザでは、ひきこもりなど様々な困

難を抱える若者に対する居場所の提供を中心に、第

一次的な相談や社会体験プログラムを実施していき
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ます。また、地域で若者の支援活動を行っている団

体や区と連携し、地域における包括的な支援ネット

ワークを構築していきます。 

      (ｃ) 若者サポートステーションでは、若年無業者など

困難を抱える若者の職業的自立を支援するため、就

労に向けた相談への対応や若者一人ひとりに合った

支援プログラムの作成を行い、他の就労支援機関と

連携しながら継続的な支援を行っていきます。 

     ｂ 様々な社会資源の連携を図り、困難を抱える若者が

自立に向けてステップアップできるような支援に取り

組みます。 

      (ａ) 若者自立支援機関による困難を抱える若者一人ひ

とりの状況に応じた段階的な相談への対応や支援を

行うとともに、生活習慣の改善に向けた支援が必要

な若者に対しては、よこはま型若者自立塾による共

同生活を通じた訓練の提供を充実させていきます。 

      (ｂ) 若者自立支援機関を中心に、関係機関、地域、学

校、企業等との連携を更に強化し、困難を抱える若

者に対する就労や自立に向けた支援に取り組んでい

きます。 

      (ｃ) 青少年相談センターでは、若者支援に携わる関係

機関及び団体を対象に、若者の様々な問題や若者支

援についての理解を深めるとともに、より適切な支

援へつなげていくことを目的とした研修を行い、本

市全体の支援者のスキルアップを図ります。また、
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地域ユースプラザでは、地域で若者の支援活動を行

っている団体や区を対象に連絡会・研修会を実施し

、地域における若者の自立支援の資源や課題を共有

することにより、連携強化に取り組んでいきます。 

     ｃ 子ども一人ひとりが、家庭の状況にかかわらず、将

来の自立に向けていきいきと学び、のびのびと成長し

ていくための環境を整えます。 

生活困窮状態など支援を必要とする家庭に育つ小中

学生等に対して、将来の進路選択の幅を広げ、自立し

た生活を送れるよう、生活支援、学習支援等を充実さ

せます。 

     ｄ 子ども・青少年を取り巻く課題に対し、社会全体で

早期発見、早期支援に取り組みます。 

      (ａ) 青少年の地域活動拠点や身近な居場所づくりを進

め、学校、区役所、家庭、身近な居場所、関係機関

等のネットワークづくりや地域との連携により、青

少年の交流や地域資源を活用した体験活動を充実さ

せるとともに、青少年を取り巻く困難やリスクの早

期発見、早期支援に取り組みます。 

      (ｂ) 困難を抱える若者や保護者の方が、自ら相談への

一歩を踏み出すのが難しい状況にあることから、学

校、区役所など、市民に身近な施設等を通じて支援

につなげることが重要です。そのため、市民に身近

な区役所等において、困難を抱える若者等がいる家

庭と関わりがあった際に、スムーズに支援機関につ
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なげられるよう、市職員の研修等を強化していきま

す。 

  (2) 施策分野２ 出産・子育てがしやすく、子育てが楽しいと

思える環境をつくる 

   ア 基本施策５ 生まれる前から乳幼児期までの一貫した支

援の充実 

    (ア) 現状と課題 

     ａ 妊娠・出産に関する正しい知識の普及啓発と相談支

  援 

      (ａ) 結婚年齢の上昇等に伴い、35歳以上の高年齢で妊

娠・出産する方の増加が続いています。「横浜市保

健統計年報」によると、35歳以上の高齢出産の割合

は、平成15年では17.8パーセントであったものが、

平成24年には約32.0パーセントまで上昇し、出産す

る女性の３人に１人が高年齢で妊娠・出産していま

す。年齢が高くなるほど、妊娠・出産に至る確率が

低下し、妊娠・出産に伴う健康リスクが高くなる傾

向が明らかになっています。また、特定不妊治療（

体外受精・顕微授精）を受ける方の数は年々増加し

ています。 

      (ｂ) このため、希望する妊娠・出産を実現できるよう

、若い世代の男女に対して妊娠・出産に適した時期

があり、それを踏まえたライフプランを考えること

など、妊娠・出産に関する正確な情報が的確に提供

される必要があります。さらに、妊娠・出産に悩む
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方が地域で気軽に相談できるよう、不妊や不育に関

する相談支援を充実させる必要があります。 

      (ｃ) 併せて、予期しない妊娠、若年妊娠など、周囲に

相談しにくい妊娠・出産の悩みを受け、適切なアド

バイスや支援につなげる相談窓口・体制の整備が求

められています。 

     ｂ 妊娠中から産後の切れ目のない支援 

      (ａ) 結婚・出産年齢の上昇傾向に伴い、親になる世代

は10歳代から40歳代までと幅広くなっています。35

歳以上の出産割合が３割を超える中、これまで子育

てを支えてきた、子育て世代の親も高齢化しており

、子育て世代の高齢化に対応した支援が課題となっ

ています。 

      (ｂ) 本市調査によると、初めての子どもが生まれる前

に赤ちゃんの世話をしたことのない親が４人のうち

３人を占めています。このため、青少年に対して、

子育て中の母親と乳幼児との触れ合いを通して命の

尊さや子どもを産み育てることの素晴らしさを体験

できる機会を提供すること、妊娠中から産後の子育

てについてイメージを持ち、産後の家事・育児の準

備ができるよう支援することが課題となっています

。 

      (ｃ) 妊娠中や出産後半年くらいまでの間に、子育てに

不安を感じたり、自信が持てなくなったりする人が

微増傾向にあります。親自身が子育てについて必要
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な知識や技術を学ぶ場を提供したり、産前産後の育

児不安や負担が生じやすい時期に保健師、助産師等

の専門職による支援や子育て関係者・関係機関と連

携した支援に取り組んだりすることが必要です。併

せて、家事・育児のサポートなどを行うことで、子

育ての負担を軽減し、安定した生活が送れるよう支

援を充実させる必要があります。 

      (ｄ) 産後うつ病の発症頻度に関する複数の報告では、

産後うつ病の発症者は産婦の１割を超えるとされて

おり、発症した場合は母親の健康状態だけでなく、

育児や子どもの成長・発達に影響を与える可能性が

あるため、早期発見、早期支援が課題となっていま

す。 

      (ｅ) 未婚や若年で妊娠・出産した方、低出生体重児や

疾病・障害のある子どもを育てる家庭に寄り添いな

がら、子どもの成長発達を支援することが求められ

ています。 

      (ｆ) 併せて、妊娠・出産、更年期など女性特有の生涯

にわたる健康問題を気軽に相談できるよう、対応を

充実させる必要があります。 

     ｃ 産科・周産期医療、小児医療の充実 

      (ａ) 小児科については、医師確保が困難なことを理由

に救急を休止する病院があります。産科については

、夜間の対応が困難であることや、医師の高齢化に

より分娩の取扱いを休止する医療機関があります。
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また、分娩を取り扱う医療機関が減少する中で、周

産期救急医療を担う病院において、正常出産を含む

分娩が集中する傾向にあり、病院勤務医の負担が一

層増大するなど、医師確保の支援や産科・周産期医

療、小児医療の充実が求められています。 

      (ｂ) なお、分娩を取り扱う施設の予約状況はホームペ

ージで情報提供されており、妊娠が判明する時期に

おける分娩予約は可能な状況となっています。 

      (ｃ) 多くの保護者が子どもの急病時などの対応に不安

を抱えており、休日・夜間の小児救急に対するニー

ズは高い状況です。小児救急医療機関の適正利用、

子どもが病気のときの適切な対応等について、引き

続き家庭向けに情報提供していくとともに、小児救

急医療体制の安定的な運用を行うことが求められて

います。 

      (ｄ) 平成26年５月に「児童福祉法の一部を改正する法

律」が公布され、平成27年１月から新たな小児慢性

特定疾病医療費助成制度が始まりました。それに伴

い、「ダウン症候群」、「もやもや病」など新たに

107 の疾病が助成の対象となり、国の定める基準を

満たした場合、医療費の給付を受けることができる

ようになりました。 

    ( ｲ ) 施策の目標・方向性 

     ａ 妊娠・出産に関する正しい知識の普及啓発及び妊娠

・出産に関する相談体制の整備を進めます。 
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      (ａ) 希望する妊娠・出産を実現できるよう、思春期か

ら妊娠や不妊、出産に関する正しい知識を広く普及

させ、啓発を進めます。 

      (ｂ) 妊娠や不妊、出産に関する悩みや不安を持つ人が

気軽に相談できるよう、不妊・不育に関する相談体

制や女性のための健康相談への対応を充実させます

。 

      (ｃ) 様々な事情による予期せぬ妊娠等に関する問題を

気軽に相談できるよう、「妊娠ＳＯＳ相談窓口」（

仮称）を設置し、相談者一人ひとりの置かれている

状況を丁寧に受け止めながら、妊娠から出産に至る

までの切れ目のない相談支援を進めます。 

      (ｄ) 妊娠中から産後までの心身の不安定な時期に必要

な支援が受けられ、安心して子どもを産み育てられ

るよう、妊娠届出時に看護職による面接・相談が受

けられる体制を充実させ、妊娠期から乳幼児期まで

の切れ目のない支援に取り組みます。 

     ｂ 安心・安全な妊娠・出産に向けた産科医療及び小児

医療を充実させます。 

      (ａ) 安心して出産できる環境を確保するため、医療機

関における産科病床の増床や助産所の設置等と併せ

て、産婦人科の医師確保について支援を行います。 

      (ｂ) 母子共に安心・安全な出産を迎えるため、妊婦健

康診査の費用助成や妊婦歯科健康診査を行うととも

に、受診勧奨を行います。 
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      (ｃ) 看護師による適切な対応方法や急病時に受診可能

な医療機関を案内する、小児救急電話相談などの相

談体制を確保します。 

      (ｄ) 慢性疾患により長期にわたり療養を必要とする児

童の健全な育成を図るため、医療費の自己負担分を

補助します。 

     ｃ 親子が地域で孤立せずに安心して育児ができるよう

支援します。 

      (ａ) 出産前から赤ちゃんのいる生活を想定し、産後の

家事・育児の準備ができるよう両親教室等を充実さ

せます。 

      (ｂ) 保健師等の専門職による妊産婦、新生児、未熟児

等を対象とした訪問指導、養育の支援を必要とする

家庭に対する育児支援家庭訪問を充実させます。 

      (ｃ) 民生委員・児童委員などの地域の訪問員による「

こんにちは赤ちゃん訪問事業」を充実させ、親子が

地域で孤立せずに安心して育児ができるよう支援す

るとともに、地域で子育てしやすいまちづくりを推

進します。 

     ｄ 産前産後のケアを充実させます。 

      (ａ) 初めての子どもを育てる家庭等に対して、保健師

、助産師等の専門職による母と子の健康状態や育児

に関する不安・悩みの相談など、家族への支援を行

う新生児訪問を充実させます。 

      (ｂ) 産前産後の心身の負担や育児不安の生じやすい時
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期に、家事・育児の負担を軽減するため、ヘルパー

を派遣し、子育て家庭を支援します。 

      (ｃ) 心身共に不安定になりやすい出産直後の母子への

ケア等を行う産後母子ケア事業に取り組み、乳幼児

との関わりを具体的に支援することで、育児不安を

早期に解消し、児童虐待の未然防止につなげます。 

     ｅ 産後うつの早期発見、早期支援に取り組みます。 

      (ａ) 周産期医療機関と連携することで、育児に影響を

及ぼす産後うつを早期に発見し、支援につなぐ仕組

みをつくります。 

      (ｂ) 産後うつに関する理解を促すため、妊婦やその配

偶者等に対して、うつ病の知識、気付き方、対処方

法などの普及啓発を進めます。 

   イ 基本施策６ 地域における子育て支援の充実 

    (ア) 現状と課題 

     ａ 地域での子育て支援の場・機会の必要性 

      (ａ) 「第２ 本市の子ども・青少年や子育て家庭を取

り巻く状況と課題」でも述べたように、家庭、地域

、社会の状況、意識などが大きく変化している中で

、親が親として学び、育つ場や機会の充実が求めら

れています。本市調査によると、初めての子どもが

生まれる前に赤ちゃんの世話をしたことのない親が

４人のうち３人を占めており、少子化や核家族化が

進む中で、乳幼児をあやしたり、触れ合ったりする

ことの楽しさや世話の仕方、成長過程などを知る機
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会が十分にないまま、子育てを始める家庭が多くな

っています。 

      (ｂ) 子育ての不安や困難は、誰もが一度は抱えるもの

であり、決して特別なことではありません。本市調

査においても、妊娠中から現在まで、子育てについ

て不安を感じたり自信が持てなくなったりすること

について、「あった」と回答した人の割合（「よく

あった」及び「時々あった」の合計）が、「妊娠中

」では56.5パーセント、「出産後半年くらい」では

74.6パーセント、「現在」においても60.9パーセン

トに及んでおり、５年前の調査結果と比べると、「

よくあった」と回答した人の割合がやや増えていま

す。子育ての不安や悩みを軽減・解消するための相

談等の支援の充実が求められています。 

      (ｃ) 子育てをしていて感じる悩みの中には、子どもの

健康や発育に関することなど、専門家への相談を通

じて正しい知識を得る必要があるものもあれば、子

どもとの過ごし方や遊び方など、子育て経験者や子

育て中の親子との交流を通じて解決策が得られるも

のもあります。本市調査においても、日常の子育て

を楽しく、安心して行うために必要なサポートで重

要だと思うものについては、「子どもを遊ばせる場

や機会の提供」、「親のリフレッシュの場や機会の

提供」、「子育て中の親同士の仲間づくり」、「親

の不安や悩みの相談」の順で割合が高く、地域にお
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ける親子の居場所へのニーズの高さがうかがえます

。 

      (ｄ) 一方、親子の居場所の機能を持つ「地域子育て支

援拠点」や「親と子のつどいの広場」を利用してい

ない理由としては、「保育所や幼稚園などを、定期

的に利用している」という回答を除くと、「家から

遠い」と回答した割合が最も高い状況（地域子育て

支援拠点26.8パーセント、親と子のつどいの広場23

.6パーセント）であり、更なる親子の居場所の拡充

が必要です。 

     ｂ 地域ぐるみで子育て家庭に寄り添う環境づくり 

      (ａ) 地域全体で子育て家庭を支えていくためには、地

域の全ての住民に対して、子育ての現状や子育て支

援の必要性を理解できるように働きかけ、関心を持

ってもらい、具体的な行動を促していくことが必要

です。 

子育て支援が必要なのは、単に保護者の負担や不

安を軽減するためだけではなく、保護者がゆとりを

持って子育てをすることが子ども自身の成長・発達

に大きく影響するためです。やがて地域を支えてい

く次世代を共に育てるという視点での地域への働き

かけが重要です。 

      (ｂ) 子育ての支え合いの関係が地域の中で循環し、継

続することも重要です。支えられる側の保護者が子

育て支援や他の地域活動の次の担い手になるように
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働きかけていくことが、温かな地域をつくっていく

ことにつながります。 

      (ｃ) 中学生・高校生など今後親になる世代や、妊娠期

の女性とそのパートナー（プレママ・プレパパ）な

ど子育てをこれから始める人が、子育ての具体的な

イメージを持ち、実践的な知恵・技術を身に付けら

れるよう、子育て中の親子と触れ合う体験を持つ機

会や学校等と連携して学ぶ機会を充実させることが

必要です。 

     ｃ 多様な預かりニーズへの対応 

本市調査では、子育てで負担に思うこととして、「

自分の自由な時間が持てない」、「子育てによる体の

疲れが大きい」、「子どもから目が離せないので気が

休まらない」などを挙げる人の割合が高い一方で、日

常的に子どもを預かってもらえる親族や知人がいる人

の割合は27.4パーセントにとどまり、緊急時でさえも

預かってもらえる親族や知人がいないという人の割合

が16.6パーセントとなっています。保護者の負担を減

らし、ゆとりを持って子育てに向き合ってもらうこと

で、保護者が子育ての楽しさや喜びを感じることがで

き、子どもにとってもより良い育ちにつながるため、

リフレッシュ等で一時的に子どもを預けることができ

る場の充実が求められています。 

     ｄ 子育て支援制度が多様化する中での個々の家庭状況

やニーズに応じた利用者支援の充実 
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新制度では、多様な保育・教育施設や事業等が充実

されることに伴い、子育て家庭が家庭状況や個別のニ

ーズに応じた施設や制度を円滑に利用できるよう、市

町村が情報提供や相談などの支援を行うこととされて

います。また、地域の子育て支援に関係する機関・団

体・活動者と連携し、地域のネットワークを生かして

、必要な支援につなげていくことが求められています

。 

    ( ｲ ) 施策の目標・方向性 

     ａ 親子が共に様々な人との交流や豊かな体験ができる

場・機会の充実を図ります。 

      (ａ) 子どもや子育て中の保護者が安心できる場で当事

者同士や地域の多様な人と交流することは、子育て

の不安や悩みを軽減するなど、人や地域との関わり

の中で子どもや親の育ちを支えるとともに、保護者

が子どもと向き合い、楽しく豊かに子育てができる

ことにつながります。そのため、親子の居場所の拡

充を図るとともに、親子の居場所の認知度を高め、

一層の利用を促進するためのＰＲ活動を積極的に展

開します。また、プレママ・プレパパや子ども連れ

の父親が親子の居場所を利用するきっかけづくりを

更に進め、日常的な利用を促進します。 

      (ｂ) 家庭において、子育てを共に楽しみ、子どもの成

長を喜び合い、家族の関係性が豊かになるよう、親

子が集まる場や機会を活用して、父親や祖父母向け
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の講座やサークル等の活動への支援の充実を図りま

す。 

      (ｃ) 親子が集まる場や機会を活用して、中学生・高校

生など今後親になる世代や、プレママ・プレパパな

ど子育てをこれから始める人が、子育て中の親子と

触れ合うことのできる体験の場や機会の充実を図り

ます。 

     ｂ 子育てを温かく見守り、地域ぐるみで子育て家庭に

寄り添う環境づくりを進めます。 

      (ａ) 子育ての現状や子育て支援の必要性を地域の全て

の住民が理解できるよう、様々な機会や手法により

働きかけ、地域全体で子育て中の親子の存在を意識

し、関心を持つ雰囲気づくりや、いざというときの

声掛け・手助けなどの見守り活動につなげます。 

      (ｂ) 子育て支援に関わる人材の発掘・育成や地域の子

育て支援の連携及びネットワーク化を進めることで

、身近な地域での子育て支援を活性化し、担い手を

支える仕組みづくりに取り組みます。また、子育て

サークルなどで活動している子育て家庭と地域をつ

なぐなど、子育て家庭が子育て支援や地域活動の次

の担い手となるような取組を進めます。 

      (ｃ) 子育て支援に関わる支援者を対象に、対人支援ス

キル、子育て支援の制度や施設に対する幅広い知識

、子どもの安全や育ちに関する知識など、子育て支

援に必要な知識や技術の向上を図るための研修等を
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行い、地域における子育て支援の質の確保・向上に

取り組みます。 

     ｃ 一時的に子どもを預けることができる場の拡充を図

るとともに、市民同士での預かり合いを推進します。 

      (ａ) 子育て中の保護者がリフレッシュできるよう、一

時預かりの場の拡充を図るとともに、一時預かりの

利用を通じて寄せられる子育ての相談に対応するた

め、地域子育て支援拠点や親と子のつどいの広場等

の地域に身近な相談場所や行政機関等との連携を進

めます。 

      (ｂ) 地域における市民同士での子どもの預かり合いを

推進するための「横浜子育てサポートシステム」に

ついて、区支部事務局の機能強化、提供会員の更な

る増加に向けた取組を進めていきます。 

     ｄ 親子の個別ニーズに応じて、必要な施設・制度を円

滑に利用できるよう支援します。 

親子の個別ニーズを把握し、その状況に応じて、多

様な保育・教育施設や地域の子ども・子育て支援事業

等を円滑に利用できるよう、情報提供、相談、援助、

助言などを行う利用者支援を新たに地域子育て支援拠

点で行います。 

   ウ 基本施策７ ひとり親家庭の自立支援及び配偶者等から

の暴力（ＤＶ）への対応と未然防止 

    (ア) 現状と課題 

     ａ ひとり親家庭の生活状況 



市第 170 号 

65 

      (ａ) 「平成22年国勢調査」による推計では、市内のひ

とり親家庭は28,877世帯、うち、母子家庭が24,311

世帯、父子家庭が 4,566 世帯となっています。 

      (ｂ) ひとり親は、一人で生計の維持と子育てを担って

おり、仕事と子育ての両立を図ることに苦労してお

り、母子家庭の約４割が児童扶養手当、養育費等を

含む年間の総収入で 300 万円未満にとどまり、多く

の人が「生活費が不足している」と考えています。 

      (ｃ) 母子家庭の84.7パーセント、父子家庭の90.5パー

セントが就労していますが、母子家庭では非正規で

の就労が50パーセントを超えており、就職してもパ

ートや嘱託等の不安定な雇用条件で働いていること

が多いことから、安定した収入を得るためには、自

立に向けた就業支援が重要です。 

     ｂ ひとり親家庭への総合的な自立支援の必要性 

      (ａ) ひとり親家庭の自立した生活のためには、親が安

定した仕事に就くことで家庭の生計維持ができ、子

どもが心身共に健やかに成長することが望まれます

。一方、ひとり親家庭が置かれている状況は、就業

形態のほか、子どもの年齢、疾病・障害、親の健康

状態等によって様々な課題があり、こうした就業以

前の課題にも対応していく必要があります。 

      (ｂ) 就業意欲について、「今すぐ働きたいが働いてい

ない理由」は、「時間について条件のあう仕事がな

い」（56.8パーセント）、「仕事に必要な専門知識
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や資格がない」（38.6パーセント）の割合が高くな

っています。また、「今は働けないが、どのような

状況になれば働けるようになるか」との質問には、

「自分の問題（健康など）が解決したら」（63.6パ

ーセント）、「子どもの問題（健康など）が解決し

たら」（18.2パーセント）、「仕事に必要な技能や

資格を身につけたら」（18.2パーセント）の割合が

高くなっており、就業条件や資格の有無だけでなく

、親や子の健康状態などに起因する課題もあります

。 

      (ｃ) 一方、福祉制度の認知状況として、区役所や児童

相談所などの相談窓口の認知度は高いものの、就労

支援事業など各種制度の認知が低い状況であり、ひ

とり親に対する情報提供のあり方も課題になってい

ます。 

      (ｄ) このため、生活費の確保や資格取得、職業紹介等

の就業支援だけでなく、子育てや心身の健康、家事

などの生活支援も含めた総合的な自立支援を推進す

る必要があり、支援制度に関する効果的な情報提供

や相談しやすい窓口の設置により、個々の家庭の状

況に応じた適切な機関へつなぐ取組などが求められ

ています。 

     ｃ 配偶者等からの暴力（ＤＶ）の被害状況 

      (ａ) 配偶者等からの暴力（以下「ＤＶ」といいます。

）とは、身体的暴力（殴る、蹴る、物を投げつける
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など）、精神的暴力（人格を否定するような暴言、

交友関係の制限、携帯電話のチェックや監視、脅迫

など）、性的暴力（性的な行為の強要、避妊に協力

しない、無理やりポルノを見せるなど）、経済的暴

力（生活費をもらえない、無断で借金を重ね責任を

とらされるなど）をいいます。 

      (ｂ) 全国の配偶者暴力相談支援センターにおける相談

件数や、警察における暴力相談等の対応件数は増加

しており、被害者の多くが女性です。また、各都道

府県に設置されている婦人相談所には、暴力の被害

等により一時保護される女性に伴って家族も保護さ

れていますが、同伴家族の約98パーセントが18歳未

満の子どもです（平成24年度）。 

      (ｃ) 横浜市ＤＶ相談支援センターにおけるＤＶに関す

る専用電話の相談者の多くが女性となっています。 

      (ｄ) ＤＶがある家庭の中で育った子どもは、家庭内の

混乱に巻き込まれており、暴力行為の目撃による心

理的外傷やネグレクト等の不適切な養育にとどまら

ず、直接的に暴力行為に当たる言動を受けているこ

とも少なくありません。これらの影響から、情緒や

行動の面で問題を抱えていることも多く、個別かつ

専門的なケアが必要です。 

      (ｅ) ＤＶ被害を受けた人が安心して生活するための支

援は、暴力の影響から回復するための精神的・心理

的支援、生活費等の金銭的な支援、就業の支援、住
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居の確保など、配偶者暴力相談支援センター（本市

では、横浜市ＤＶ相談支援センター）や関係機関が

連携し、総合的に支援をすることが必要です。 

      (ｆ) 深刻な被害の防止と暴力の根絶のためには、加害

者更生のための支援や、若い世代への啓発・予防教

育、相談窓口の周知などの取組の充実が求められて

います。 

    ( ｲ ) 施策の目標・方向性 

     ａ ひとり親家庭への総合的な自立支援を行います。 

ひとり親家庭の自立を支援し生活の安定と向上を図

り、児童の健全な成長を確保するため、個々の家庭の

状況に応じ、子育てや生活支援、就業支援、子どもへ

のサポートなど、総合的な自立支援を行います。 

     ｂ ＤＶ被害の防止に向けて、相談・支援、職員の専門

的技術の向上及び体制の強化、関係機関との連携促進

、啓発等に取り組みます。 

      (ａ) ＤＶ被害の防止に向けて、横浜市ＤＶ相談支援セ

ンター等による相談・支援、職員の専門的技術の向

上及び体制の強化、関係機関との連携促進や、効果

的な広報・啓発等に取り組みます。 

      (ｂ) 加害者更生プログラムを実施している民間団体へ

の運営費補助を通じて、ＤＶ加害者が更生するため

の支援を行います。 

      (ｃ) 暴力の根絶に向けて、若い世代からの啓発を強化

し、中学生・高校生をはじめとする若者向けデート
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ＤＶ防止講座や、教育関係者へのＤＶ理解促進のた

めの講座を実施します。 

     ｃ ＤＶ被害者等の相談・支援及び自立支援を行います

  。 

横浜市ＤＶ相談支援センターにおいて、ＤＶ被害者

等の相談・支援を行うとともに、区福祉保健センター

において、女性の抱える様々な問題に対しての相談、

緊急的な一時保護を含めた自立支援を行います。 

     ｄ 女性緊急一時保護の受入先を確保するとともに、母

子生活支援施設において居住場所を提供します。 

ＤＶからの緊急避難が必要な母子を保護する母子生

活支援施設や、緊急一時保護受入先（シェルター）等

の受入体制を確保し、将来の安定した生活に向けた相

談や生活訓練などの支援に取り組みます。 

  (3) 施策分野３ 自助・共助・公助の意識を大切にし、社会全

体で子ども・青少年を育てる環境をつくる 

   ア 基本施策８ 児童虐待防止対策と社会的養護体制の充実 

    (ア) 現状と課題 

     ａ 児童虐待対策 

      (ａ) 本市における平成25年度の児童相談所への児童虐

待相談・通告受理件数は 4,209 件、そのうち新たに

把握した児童虐待件数は 1,159 件で、いずれも過去

最多の件数になっています。 

      (ｂ) 本市において、児童虐待による死亡事例や重篤事

例が発生しており、区役所と児童相談所がそれぞれ
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の役割を果たし、虐待が深刻化する前の早期発見、

早期対応が求められています。 

      (ｃ) さらに、保育所、幼稚園、認定こども園、学校、

医療機関、警察、地域子育て支援拠点、横浜型児童

家庭支援センター、地域関係者等のネットワークの

強化が求められています。 

      (ｄ) 急増する児童虐待通告や相談に迅速に対応し、そ

の後の適切な支援を行える体制の充実と、複雑化・

深刻化する児童虐待等に適切に対応できる専門性の

高い人材の育成が必要となっています。 

      (ｅ) 乳児期から学齢期までの居所不明児の早期把握が

新たな課題となっています。 

      (ｆ) 「横浜市子供を虐待から守る条例」の制定により

、地域や関係機関と連携した児童虐待防止対策の更

なる強化が求められています。 

      (ｇ) 子ども自身に、一人の人間として大切にされ守ら

れる権利があること、必要なときは助けを求めるこ

とができることを社会全体で伝えていくことが必要

です。 

      (ｈ) 増加している児童虐待の早期発見、早期対応及び

居所不明児への的確な対応が課題となっている中で

、様々な困難に直面した子どもの状況に応じて、こ

れまで以上に学校、区役所、児童相談所等の関係機

関が連携し、虐待の未然防止、早期発見、早期対応

及び切れ目のない支援が求められています。 
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      (ｉ) 児童虐待の未然防止や重篤化防止のため、親の不

安の軽減や妊娠期からの予防的支援の充実が求めら

れています。さらに、支援が必要な養育者（父母を

含む児童を養育する一切の者）への効果的な在宅支

援策の検討が必要です。 

     ｂ 児童養護施設等の状況 

      (ａ) 本市で把握している児童虐待件数は年々増加して

いるとともに、虐待の背景が多様化し、養育の課題

も複雑化しています。このような状況の下、児童養

護施設等での支援が必要な児童が増え続けています

が、施設における児童の受入能力が十分であるとは

言えない状況です。 

      (ｂ) さらに、本市はこれまで児童相談所一時保護所の

整備を推進し、迅速な一時保護に努めてきましたが

、一時保護所を退所した児童を受け入れる児童養護

施設等が常に満員状態であるため、一時保護所での

入所期間が長期化し、通学できないなど不安定な状

況に置かれています。 

      (ｃ) これらの児童を受け入れるために、新たな施設の

整備を進める必要があります。また、耐震基準を満

たさない施設、経年劣化や損傷が発生している施設

、居住スペース等が現在の生活様式とかけ離れた環

境となっている施設の改修や再整備が必要となって

います。 

      (ｄ) 家庭的な生活の経験が少ない児童に対して、より
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家庭的な環境である少人数、小規模な環境での養育

を提供するとともに、複雑な事情を抱えた児童への

対応を行うための施設機能の強化を図る必要があり

ます。 

     ｃ 家庭的養護の推進 

      (ａ) 社会的養護においては、児童養護施設等が担う施

設養護だけでなく、家庭に児童を迎え入れて養育を

行う、家庭養護が必要となっています。しかし、本

市では家庭養護の担い手である里親・ファミリーホ

ームなどがいまだ十分ではないため、今後家庭養護

を担う人材の育成等に取り組む必要があります。 

      (ｂ) 施設においても、養育単位の少人数化（小規模化

）を進め、家庭的養護を充実させることが必要です

。そのために、人員体制の強化とともに、施設職員

のスキルアップや職種に応じた専門性の向上を図る

必要があります。 

     ｄ 横浜型児童家庭支援センターによる在宅支援 

      (ａ) 児童虐待対応件数は年々増加し、一時保護する児

童の件数も増加している状況で、地域では親の養育

力の低下や疾病等の理由で育児不安となり、安定し

た生活を送ることのできない家庭が多く存在してい

ます。 

      (ｂ) 養育に課題を抱える家庭が増加し、深刻で複雑な

事例も増えているにもかかわらず、その支援メニュ

ーは相談とホームヘルプのみで、在宅生活を支える
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サービスとして十分とは言えません。また、児童相

談所や区役所の人的体制では、きめ細かな在宅支援

が困難な状況になっています。 

      (ｃ) 児童虐待や不適切養育につながる恐れのある家庭

が、地域で安定した生活を送るためには、区役所や

児童相談所の求めに応じ、横浜型児童家庭支援セン

ターが連携して、情報や方針を共有しながら、地域

密着型の専門的な支援体制を全市で展開していく必

要があります。 

      (ｄ) 平成22年度から横浜型児童家庭支援センターの設

置を進めていますが（平成25年度末現在６か所）、

設置場所が偏在しているほか、既存の横浜型児童家

庭支援センターについて、立地上の問題や認知度が

低いこと、区役所との連携が不十分であることなど

から、機能を生かせていない点を改善することも併

せて求められています。 

     ｅ 自立支援とアフターケア 

      (ａ) 児童養護施設等の児童は、原則として18歳を経過

したときに施設等を退所します。しかし、退所後に

家族による支援が得られない場合が多く、経済的な

困難や精神的な不安、社会的な孤立をもたらし、様

々な問題に発展してしまうことが少なくありません

。 

      (ｂ) このため、入所中の児童はもとより退所者に対し

ても、就労や進学への支援、情報提供、生活相談等
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、安定した生活を送るための様々な支援を提供する

必要があります。 

    ( ｲ ) 施策の目標・方向性 

     ａ 児童虐待対策を総合的に進めます。 

      (ａ) 「横浜市子供を虐待から守る条例」の制定を踏ま

え、広報・啓発、関係機関との連携強化、体制の整

備・強化、人材育成、組織的対応の強化、支援策の

充実、地域におけるネットワークづくり、居所不明

児把握の調査体制の強化や情報共有の仕組みづくり

など、総合的な児童虐待防止対策を更に推進します

。 

      (ｂ) 「横浜市子ども虐待対応における連携強化指針」

に基づき、区役所と児童相談所がそれぞれの役割を

果たし、早期発見、早期対応を図るとともに、関係

機関との連携を強化し支援体制を充実させます。 

      (ｃ) 急増する児童虐待通告や相談に迅速に対応するた

め、内容によって区役所が調査を行うなど、連携し

て初期対応にあたります。 

      (ｄ) 保育所、幼稚園、認定こども園、学校、医療機関

、警察、地域子育て支援拠点、横浜型児童家庭支援

センター、地域関係者等のネットワークを更に強化

し、要保護児童等の早期発見や適切な保護・支援を

図ります。 

      (ｅ) 子どもに優しいまちを目指し、子どもが虐げられ

ることがないように、地域と連携した広報・啓発を
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幅広く実施することで、児童虐待防止に対する市民

意識の醸成を図ります。また、子ども自身が、虐待

から守られる権利があることや、自分から相談する

場所があることを知ることができるよう、各関係機

関と協力し、直接子どもを対象とした啓発活動も併

せて実施します。 

     ｂ 児童養護施設等の整備、養育環境の充実、老朽化等

に対応します。 

      (ａ) 家庭での養育が困難な子どもが、落ち着いた環境

の中で個々に応じた養育を受けることができるよう

児童養護施設等の整備を推進します。特に、児童養

護施設が不足している市北部での整備に向けて検討

を進めていきます。 

      (ｂ) 施設入所が難しくなっている高年齢児の受入れが

円滑に行われるよう居室の個室化など養育環境の充

実を図ります。また、既存の施設においても、家庭

的な居住環境を整えるための養育単位の小規模化・

ユニット化に向けた整備等を進めていきます。 

      (ｃ) 建物の計画的な修繕・補修を促進することで、建

物の品質の維持と総合的なコストの縮減、長寿命化

を図っていきます。 

     ｃ 里親等による養育支援を進めます。 

      (ａ) 家庭における養育が困難な子どもを養育する環境

を充実させ、速やかに一時保護から安定した環境で

の生活に移行できるようにするため、施設の整備に
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加えて、より家庭的な環境での養育が可能な里親や

ファミリーホームの活用を積極的に進めます。 

      (ｂ) 児童養護施設等の入所児童を対象とした親子関係

に関する治療・教育的プログラムの活用のほか、児

童養護施設、横浜型児童家庭支援センター等と定期

的な協議を行うなどの連携により、里親等の家庭支

援を担う人材の育成を図ります。 

     ｄ 横浜型児童家庭支援センターの設置を推進します。 

      (ａ) 養育者への負担の軽減や児童虐待を未然に防止で

きるよう見守り機能を強化した、横浜型児童家庭支

援センターの全市的な展開を推進します。センター

では、区役所や地域の関係機関との連携を深め、虐

待を未然に防止し重篤化に至らないよう、養育支援

が必要な家庭に対して専門的な相談、子どもの短期

間の預かりや一時的な預かりなどきめ細かなサービ

スの提供を行います。 

      (ｂ) さらに、横浜型児童家庭支援センターでは、家庭

的養護を担っている里親やファミリーホームに対し

、相談に応じたり、専門的立場から必要なアドバイ

スを行ったりするなど支援を進めていきます。 

     ｅ 施設退所に向けた自立支援・アフターケアの強化を

図ります。 

      (ａ) 施設等の退所後に自立に向けた支援強化を図るた

め、自動車運転免許証や資格取得、進学支援、生活

スキルに係る支援など支援メニューを充実させてい
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きます。 

      (ｂ) 施設等の退所後も、自立生活の基盤である住まい

の確保に向けた支援、進学費の支援、生活相談など

アフターケアメニューを充実させることにより、社

会的・経済的に自立できるよう支援していきます。 

   イ 基本施策９ ワーク・ライフ・バランスと子どもを大切

にするまちづくりの推進 

    (ア) 現状と課題 

     ａ ワーク・ライフ・バランスの推進 

      (ａ) 夫婦共働き世帯の増加や、子育て世代の男性の長

時間労働の傾向が続く中、男女が共に働きやすく子

育てしやすい環境づくりを進めることが求められて

います。 

      (ｂ) 子どもにとって睡眠や食事などの生活リズムは、

脳や体、心の発達にとって非常に大切なものです。

特に、発達の著しい乳幼児期に生活リズムを整える

ことは、子どもの成長を支える上で重要なことです

。親のワーク・ライフ・バランスを大切に考え、子

育てしやすい環境づくりを進めることは、子どもの

発達にとっても重要と言えます。そうした意味でも

、ワーク・ライフ・バランスの取組を今後一層推進

していく必要があります。 

      (ｃ) 市民一人ひとりが、ワーク・ライフ・バランスに

ついての理解を深めることができるよう広く普及啓

発を図るとともに、多様な働き方にも対応できる、
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仕事と子育ての両立実践の具体的なきっかけづくり

や、身近な体験の場の提供が必要です。 

      (ｄ) 企業にとっては、両立支援やワーク・ライフ・バ

ランスの推進が企業の成長や業績に及ぼす成果を感

じにくいため、取組への動機付けが難しい状況にあ

りますが、企業の形態や課題に合わせ、具体的な働

きかけを継続的に行い、取組を広げていく必要があ

ります。 

また、職場の雰囲気づくりや意識改革など、育児

休業制度等の支援制度を活用しやすい環境づくりを

進めることも重要です。 

      (ｅ) 男女共に働きやすい環境づくりに積極的に取り組

む事業所へのインセンティブの充実や、優良事例を

普及させるなどの啓発活動の強化が必要です。 

      (ｆ) ワーク・ライフ・バランスの推進は、普及啓発や

企業の取組支援などの市としての取組だけでは不十

分です。市民や企業に対する取組を継続することに

加え、職場全体の長時間労働の是正、労働者本人の

希望に応じた育児休業や短時間勤務を取得しやすい

環境づくり、職場復帰支援等の労働者の職業生活と

家庭生活の両立が図られるような雇用環境の整備な

どについて、国に対して働きかけをしていくことも

必要です。 

      (ｇ) ヨーロッパの一部の国においては、従来からの経

済的支援に加えて、保育と育児休業制度の充実、ワ
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ークシェアリングによるパートタイム労働のための

基盤整備など、仕事と家庭生活の両立支援へ取り組

んだ結果、近年、出生率が回復しています。 

     ｂ 子どもを大切にする社会的な機運の醸成 

      (ａ) 少子化の進展や地域のつながりが希薄化する中、

子育てについて不安や負担、孤立感を感じる子育て

家庭が多くなっています。一方、公園で遊ぶ子ども

の声、保育所・幼稚園などから聞こえる子どもの遊

ぶ声や楽器の音が気になる、といった意見も寄せら

れています。また、子育てをしている保護者の中に

は、周囲への気遣いや配慮に対する感謝の気持ちを

伝えることをせず、周囲に対して不快な感情を与え

てしまう例もあります。 

周囲が子どもや保護者に温かいまなざしを向ける

こと、それに対して保護者が感謝の気持ちを伝える

ことなど、お互いに相手を思いやることで生まれる

温かな関係は、子どもにとって心豊かに育つ環境と

なります。子育ての喜びを社会で共有し、子育てを

見守る側も、子どもを育てる側も、全ての人がそう

した温かい環境をつくりながら、社会全体で子ども

を大切にする機運を醸成していくことが必要です。 

      (ｂ) 子ども同士で遊び、様々な体験をすることは、子

どもたちが成長していく上で非常に重要なことです

。子どもが豊かな感性を磨くことのできる地域環境

を周囲の大人が皆でつくっていけるよう、地域の子
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どもたちの顔が分かる関係づくりを進め、地域コミ

ュニティを醸成させていく必要があります。 

      (ｃ) 本市調査では、子育てで負担に感じることとして

、「子育てによる身体の疲れが大きい」ことや「自

分の自由な時間が持てない」ことなどが挙げられて

います。核家族化や共働き世帯の増加など家族のあ

り方も大きく変化している中で、子育て家庭が孤立

せず、安心して子どもに向き合えるよう、様々な子

育て支援の場や保護者のリフレッシュの機会などを

充実させるとともに、子育て家庭が置かれている環

境の変化や負担感について、広く市民に周知・啓発

していく必要があります。 

     ｃ 安全・安心のまちづくり 

      (ａ) 低年齢児の不慮の事故を未然に防ぐには、子ども

の身の回りについて常に注意を払うことが大切です

。そのためには、様々な場面をとらえて啓発を行う

など、子どもの事故予防に対する意識を高める取組

が求められています。また、犯罪や有害環境から子

ども・青少年を守るための取組を社会全体で進めて

いくことが重要です。 

      (ｂ) 妊婦や親子が安心して外出できる環境づくりに向

けて、交通機関や道路、施設、店舗等、まちのバリ

アフリー化が大きな課題となっています。「子育て

中の親の外出等に関するアンケート調査」（一般財

団法人こども未来財団、平成23年）によると、「外
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出時にうれしかった体験」として、「子どもをあや

してくれた、話しかけてくれた」、「バスや電車で

席を譲ってくれた」が上位に挙がるなど、まちの中

で受ける配慮や手助けが子育てをする上で大きな支

援につながることが分かります。 

公共施設や公共交通機関、建築物等の物理面のバ

リアフリー化を進めるとともに、子どもや子育てに

対する社会的な意識改革、周囲の人の理解などソフ

ト面でのバリアフリー化を進め、子育て家庭が安心

して子育てできるまちづくりを推進することが求め

られています。 

      (ｃ) 小学校では、地域の方々で構成される「学援隊」

による子どもの見守りが浸透してきました。「学援

隊」による活動は、子どもの登下校の際の安全・安

心のために、非常に重要な役割を果たしています。

また、「学援隊」の人々との温かい関わりも大切に

されており、顔見知りの大人がいるという安心感や

声を掛けてもらう安心感により、地域の人への親し

みを持ち、自分の住むまちに対する愛着にもつなが

っています。今後も、地域の方々の協力による「学

援隊」と学校との信頼関係を大切にし、共に子ども

を育てる安全・安心なまちづくりを継続して行って

いくことが大切です。 

      (ｄ) 未来を担う子どもたちが、感性豊かに、安心して

のびのびと育つ環境として、豊かな自然環境を将来
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に継承していくことが求められます。地球温暖化対

策や循環型社会の構築、自然環境との共生など、環

境に関する取組について、家庭、地域、学校、市民

団体、事業者など社会全体で充実を図っていく必要

があります。 

    ( ｲ ) 施策の目標・方向性 

     ａ ワーク・ライフ・バランスと多様な働き方ができる

環境づくりを推進します。 

      (ａ) 充実した仕事と子どもや家族との豊かな時間が持

てるように、男女が共に働きやすく、仕事と子育て

・家庭生活等が両立できる職場環境の整備や、男性

に対する家事・育児支援等の推進、広く市民へワー

ク・ライフ・バランスを啓発することなどにより、

引き続き、仕事と子育て等の両立支援を推進します

。啓発の取組においては、子育て家庭におけるワー

ク・ライフ・バランスは子どもの心身の発達を促す

ことにつながる、という「子どもにとって」の視点

も大切にしていきます。 

      (ｂ) 学生や未婚者に向け、結婚や妊娠・出産に関する

基本的な知識や、仕事と子育て・家庭生活の両立に

関する支援制度についての情報提供を行うことによ

り、自身の働き方や生き方について考える機会を提

供し、希望するライフスタイルの実現を支援します

。 

      (ｃ) それぞれの企業形態や抱えている課題に合わせ、
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取組の参考となる先進事例を紹介する講座の開催や

、その企業における新たな取組の検討を行うための

講師派遣を行い、企業にとっても有効なワーク・ラ

イフ・バランスの取組を広めます。 

      (ｄ) ワーク・ライフ・バランスの推進に向けて、上記

に掲げた本市の取組や国に対する働きかけを強化し

ていくことはもちろんですが、行政の取組だけで実

現できることには限界があり、市民、企業、行政が

共に考え、一緒になって取り組んでいくことが必要

です。ワーク・ライフ・バランスに関連する様々な

事業や啓発の場を、市民、企業、行政が共に考え、

連携する機会としていきます。 

      (ｅ) ライフスタイルに合わせた多様な働き方の実現に

向け、女性起業家への支援の充実や女性の再就職支

援、多様な働き方ができる環境づくりを進めます。 

     ｂ 子どもを大切にする社会的な機運を醸成します。 

      (ａ) 祖父母世代を主な対象として、自身及び地域の孫

育てや地域ぐるみの子育てに関する講座等を地域に

合った形で実施し、幅広い世代に地域の子ども・子

育て支援への参加を広げます。 

      (ｂ) 将来の子育て世代に向けた、赤ちゃんとの触れ合

いの場の提供、子育て中の方からのメッセージ、子

育ての喜びを広く分かち合うための情報発信など、

結婚や妊娠・出産、子育てに対する楽しさや喜びを

知るきっかけづくりを進めます。 
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      (ｃ) 地域社会全体で子育て家庭を応援する具体的な仕

組みとして、市内の店舗・施設に子育て家庭を応援

する様々なサービスを提供してもらい、妊娠中や子

育て中の方が安心して楽しく地域で過ごせる社会的

な機運を醸成します。 

     ｃ 安全・安心のまちづくりを進めます。 

低年齢児の事故を未然に防ぐため、保護者、子育て

に関わる市民、子育て従事者等に向け、子どもの事故

予防に関する啓発を推進します。また、犯罪や有害環

境から子ども・青少年を守るための取組を推進します

。 

第５ 計画の推進体制（ＰＤＣＡサイクルの確保） 

新制度において、計画で定めた５年間の量の見込みと確保方策

に基づき、計画的に施設・事業を提供するとともに、様々な子ど

も・子育て支援施策を着実に推進していくためには、計画の推進

体制を構築し、ＰＤＣＡサイクルを確保する必要があります。 

 １ 子ども・子育て会議での審議と実施状況の公表 

本市では、計画の策定に向けて、学識経験者、子育ての当事

者や支援者、保育・教育関係者などから構成される「横浜市子

ども・子育て会議」（以下「子ども・子育て会議」といいます

。）を設置し、議論を行ってきました。 

子ども・子育て会議は、子ども・子育て支援施策の総合的・

計画的な推進に関して必要な事項や施策の実施状況等を調査審

議する場として位置付けられています。そのため、計画策定後

も、計画における実施状況の点検・評価について、子ども・子
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育て会議で審議を行っていきます。 

点検・評価に当たっては、実績数値の評価に加えて、数値だ

けでは把握できない部分について、施策を推進していく過程の

評価を行ったり、必要に応じて市民ニーズの把握や利用者アン

ケートを実施したりするなど、多面的な手法を検討します。 

なお、計画における実施状況の点検・評価については、子ど

も・子育て会議の審議を経た後、ホームページ等で公表します

。 

 ２ 様々な主体による計画の推進 

本市における子ども・子育て支援や青少年育成は、様々な担

い手によって支えられています。  

自治会町内会、民生委員・児童委員、青少年指導員などの地

域を基盤として活動する団体や組織、社会福祉法人、学校法人

等の公益法人、市民団体、ＮＰＯ、ボランティア、民間企業等

により様々な地域で展開され、行政との協働も積極的に推進さ

れてきました。 

本計画は作成段階から、こうした様々な主体を代表する方々

で構成される子ども・子育て会議で議論を重ねるとともに、市

民意見交換会を市内全区で開催するなど、幅広く御意見をいた

だきました。 

「第３ 本市の目指すべき姿と基本的な視点」でも述べたよ

うに、「自助・共助・公助」の考え方を大切にし、社会におけ

るあらゆる担い手に、子ども・子育て支援や青少年育成を自ら

の課題としてとらえて取組を進めていただけるよう、市民、関

係者の皆様と幅広く意見交換をしながら計画を推進していきま
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す。 

 

   提 案 理 由 

 子ども・子育て支援法第61条第１項及び次世代育成支援対策推進

法第８条第１項の規定に基づき横浜市子ども・子育て支援事業計画

を策定したいので、横浜市議会基本条例第13条第３号の規定により

提案する。 
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 参  考  

   子 ど も ・ 子 育 て 支 援 法 （ 抜 粋 ） 

 （ 市 町 村 子 ど も ・ 子 育 て 支 援 事 業 計 画 ） 

第 61 条  市 町 村 は 、 基 本 指 針 に 即 し て 、 ５ 年 を １ 期 と す る 教 育 ・ 保

育 及 び 地 域 子 ど も ・ 子 育 て 支 援 事 業 の 提 供 体 制 の 確 保 そ の 他 こ の

法 律 に 基 づ く 業 務 の 円 滑 な 実 施 に 関 す る 計 画 （ 以 下 「 市 町 村 子 ど

も ・ 子 育 て 支 援 事 業 計 画 」 と い う 。） を 定 め る も の と す る 。 

   （ 第 ２ 項 か ら 第 10 項 ま で 省 略 ） 

 

   次 世 代 育 成 支 援 対 策 推 進 法 （ 抜 粋 ） 

 （ 市 町 村 行 動 計 画 ） 

第 ８ 条  市 町 村 は 、 行 動 計 画 策 定 指 針 に 即 し て 、 ５ 年 ご と に 、 当 該

市 町 村 の 事 務 及 び 事 業 に 関 し 、 ５ 年 を １ 期 と し て 、 地 域 に お け る

子 育 て の 支 援 、 母 性 並 び に 乳 児 及 び 幼 児 の 健 康 の 確 保 及 び 増 進 、

子 ど も の 心 身 の 健 や か な 成 長 に 資 す る 教 育 環 境 の 整 備 、 子 ど も を

育 成 す る 家 庭 に 適 し た 良 質 な 住 宅 及 び 良 好 な 居 住 環 境 の 確 保 、 職

業 生 活 と 家 庭 生 活 と の 両 立 の 推 進 そ の 他 の 次 世 代 育 成 支 援 対 策 の

実 施 に 関 す る 計 画 （ 以 下 「 市 町 村 行 動 計 画 」 と い う 。） を 策 定 す

る こ と が で き る 。 

   （ 第 ２ 項 か ら 第 ８ 項 ま で 省 略 ） 

 


